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事業契約書 

  

１  事業名      みなとみらい２１中央地区 20 街区ＭＩＣＥ施設整備事業に伴う 

みなとみらいコンベンション施設整備事業 

  

２  事業の場所    横浜市西区みなとみらい一丁目９番ほか 

  

３  契約期間     自  事業契約の締結について市議会の議決のあった日  

至  平成 52 年３月 31 日  

  

４  契約金額     総支払額  金 37,817,854,756 円  

（うち消費税及び地方消費税相当額  金 2,627,006,116 円）  

内訳については、別紙７に示すとおりとする。  

 

５  契約保証金    別途事業契約書中に記載のとおり  

  

６  支払条件     別途事業契約書中に記載のとおり  

  

  上記事業について、横浜市（以下、「市」という。）と株式会社横浜グローバルＭＩＣＥ（以下、「ＰＦ

Ｉ事業者①」という。）とは、各々対等な立場における合意に基づいて、次の条項によって事業契約を締

結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。  

  この契約の証として、本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ、各自１通を保有する。  

  

  平成 27 年 10 月 16 日  

  

市             横浜市 

横浜市中区港町１丁目１番地  

横浜市長  林 文子 

  

  

ＰＦＩ事業者①  株式会社横浜グローバルＭＩＣＥ 

横浜市西区花咲町６丁目 145 番地 

代表取締役  佐藤 清吾  
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第１章 総則 

（目的） 

第1条 この契約は、市及びＰＦＩ事業者①が相互に協力し、ＰＦＩ事業①を円滑に実施するために必要

な一切の事項を定めることを目的とする。  

 

（定義及び契約書類） 

第2条 この契約において次の各号に掲げる用語の定義は、本文中に明示されているものを除き、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。この契約で定義されない用語は本事業に係る入札説明書等の例に

よる。  

＜事業全体に関する用語＞ 

(１) 本事業 みなとみらい２１中央地区 20 街区ＭＩＣＥ施設整備事業をいい、ＰＦＩ事業①及び民間

収益事業により構成される事業をいう。 

(２) ＰＦＩ事業① 横浜市みなとみらいコンベンション施設の公共施設等運営権に係る実施方針に関

する条例（平成 26 年 12 月横浜市条例第 72 号。以下、「公共施設等運営権に係る実施方針に関す

る条例」という。）第１条に規定する、みなとみらいコンベンション施設の整備事業をいい、本事

業のうち、市がＰＦＩ法に基づく特定事業として選定し、ＰＦＩ事業者①が実施する、20 街区Ｍ

ＩＣＥ施設の設計、建設及び維持管理を個別に、又は総称した事業を意味する。 

(３) 民間収益事業 本事業のうち、民間収益事業者が独立採算により実施する、民間収益施設の設計、

建設、維持管理及び運営を個別に、又は総称した事業をいう。 

(４) ＰＦＩ事業② 本事業とは別に、市がＰＦＩ法に基づく特定事業として選定し、ＰＦＩ事業者②が

実施する、20 街区ＭＩＣＥ施設の公共施設等運営事業をいう。 

 

＜体制に関する用語＞ 

(５)  落札者  市が本事業の入札説明書等に従い競争入札を実施して落札者として決定した応募グルー

プ（株式会社竹中工務店を代表者とし、株式会社竹中工務店、株式会社小俣組、日本管財株式会社

及び三菱ＵＦＪリース株式会社を構成員とし、株式会社佐藤総合計画を協力会社とし、リゾートト

ラスト株式会社をその他企業とするもの。）をいう。  

(６) ＰＦＩ事業者① ＰＦＩ事業①を実施することを目的として、会社法（平成 17 年法律第 86 号）

に定める株式会社として落札者が設立した特別目的会社（SPC）をいい、ＰＦＩ法第 8条第 1項の

規定により特定事業を実施する者として選定された者である、株式会社横浜グローバルＭＩＣＥ

をいう。 

(７) 民間収益事業者 民間収益事業を実施することを目的として、民間収益施設を所有し、市が土地売

買契約を締結する相手方の法人である、リゾートトラスト株式会社をいう。 

(８) ＰＦＩ事業者② 本事業とは別に、20 街区ＭＩＣＥ施設を対象として、市がＰＦＩ法第 16 条に基

づき公共施設等運営権を設定する法人をいう。 

(９)  設計企業  基本協定において、20 街区ＭＩＣＥ施設の設計業務を実施する者として規定する者を

いう。  
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(１０)  建設等企業  基本協定において、20 街区ＭＩＣＥ施設の建設業務を実施する者として規定する

者をいう。  

(１１)  建設元請企業  第 30 条第１項又は第２項の規定により 20 街区ＭＩＣＥ施設の建設業務をＰＦ

Ｉ事業者①から直接受託し、又は請け負う者をいう。  

(１２)  工事監理企業  基本協定において20街区ＭＩＣＥ施設の工事監理業務を実施する者として規定

する者をいう。  

(１３)  維持管理・保全企業  基本協定において、20 街区ＭＩＣＥ施設の維持管理・保全業務を担当す

る者として規定する者をいう。  

(１４)  金融機関等  ＰＦＩ事業①のためにＰＦＩ事業者①に対して融資を行う銀行その他の金融機関

をいう。 

 

＜施設に関する用語＞ 

(１５) 本事業施設 20 街区ＭＩＣＥ施設及び民間収益施設を個別に、又は総称していう。 

(１６)  20 街区ＭＩＣＥ施設  公共施設等運営権に係る実施方針に関する条例第１条に規定する、みな

とみらいコンベンション施設をいい、ＰＦＩ事業①により整備される、多目的ホール、会議室及び

荷捌き駐車場等、並びに周辺基盤施設①及び周辺基盤施設②の公共施設（建設中の建物、ＰＦＩ事

業者①が整備する什器備品及び外構部分を含む。）を意味する。 

(１７) 周辺基盤施設① ＰＦＩ事業①により整備される、既存施設と 20 街区をつなぐ歩行者デッキ等

の公共施設をいう。 

(１８) 周辺基盤施設② ＰＦＩ事業①により整備される、20 街区から臨港パークと港湾２号線道路の

境界まで整備する歩行者デッキ等の公共施設をいう。 

(１９) 周辺基盤施設③ 本事業とは別に市が整備する予定である、20 街区と 50 街区をつなぐ歩行者デ

ッキ等をいう。 

(２０) 地区施設 20 街区ＭＩＣＥ施設のうち、要求水準書に規定する地区施設をいう。 

(２１) 民間収益施設 民間収益事業により整備される民間施設をいう。 

(２２) 既存施設 みなとみらい２１中央地区 18 街区及び 22 街区に立地している、会議センター、ホ

テル、国立大ホール、展示ホール、アネックスホール及びこれらに付随するその他の施設を個別に、

又は総称していう。 

 

＜敷地に関する用語＞ 

(２３)  事業敷地  提案書において本事業を行う場所として落札者が提案した、別紙２事業敷地に示さ

れる本敷地及び本敷地拡張部分を合わせた土地をいう。 

(２４)  本敷地  要求水準書別紙２－２に 20 街区として示される土地をいう。 

(２５)  本敷地拡張部分  提案書において本事業を行う場所として落札者が提案した、別紙２事業敷地

に示される本敷地以外の土地をいう。 

 

＜業務に関する用語＞ 

(２６)  本業務  要求水準書に規定された、ＰＦＩ事業者①が実施すべき業務をいう。  
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(２７)  業務要求水準  要求水準書により定められた本業務の水準及び仕様をいう。  

(２８)  統括管理業務  20 街区ＭＩＣＥ施設に関し、要求水準書に規定する次に掲げる業務をいう。 

a 統括マネジメント業務 

b 総務・経理業務 

c 事業評価業務 

d 国庫補助金等関連業務（本事業に関して市が交付申請を行う場合） 

(２９)  設計業務  20 街区ＭＩＣＥ施設に関し、要求水準書に規定する次に掲げる業務をいう。 

a 事前調査業務 

b 各種関係機関等との調整業務 

c 設計及び関連業務 

d 国庫補助金等関連業務（本事業に関して市が交付申請を行う場合） 

e 検査等対応業務 

(３０)  建設業務  20 街区ＭＩＣＥ施設に関し、要求水準書に規定する次に掲げる業務をいう。 

a  建設業務及びその関連業務  

b  什器備品設置業務  

c  国庫補助金等関連業務（本事業に関して市が交付申請を行う場合） 

d  検査等対応業務 

(３１)  工事監理業務  20 街区ＭＩＣＥ施設に関し、要求水準書に規定する工事監理業務をいう。  

(３２)  維持管理・保全業務  20 街区ＭＩＣＥ施設に関し、要求水準書に規定する次に掲げる業務をい

う。  

a  建築物保守管理業務  

b  建築設備保守管理業務  

c  植栽維持管理業務  

d  修繕業務 

(３３)  修繕  建築物等の劣化した部分若しくは部材、又は低下した性能若しくは機能を、原状又は実

用上支障のない状態まで回復させることをいう。  

 

＜サービス対価等に関する用語＞ 

(３４)  サービス対価  この契約の履行の対価として市がＰＦＩ事業者①に対して支払う金銭又はその

金額をいう。サービス対価は、設計・建設の対価、維持管理の対価から構成される。  

(３５)  設計・建設の対価  サービス対価のうち、設計業務、建設業務及び工事監理業務の実施に対す

る対価（消費税を含む。）の部分、又はその金額をいう。  

(３６)  維持管理の対価  サービス対価のうち、維持管理・保全業務の実施に対する対価（消費税を含

む。）の部分又はその金額をいう。  

(３７)  消費税  消費税及び地方消費税をいう。  

 

＜期間等に関する用語＞ 

(３８)  契約期間  この契約の締結日からこの契約の終了する日（平成 52 年３月 31 日又は中途解除の
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日）までの期間をいう。  

(３９)  設計・建設期間  この契約の締結の日から本件引渡日までの期間をいう。  

(４０)  維持管理期間  本件引渡日の翌日から契約期間の終了日までの期間をいう。 

(４１)  引渡予定日  平成 32 年 3 月 31 日（この契約によって変更された場合は、当該変更後の日）を

いう。 

(４２)  本件引渡日  20 街区ＭＩＣＥ施設が市に引き渡される日をいう。 

(４３)  事業年度  各暦年の４月１日に始まり、翌年の３月 31 日に終了する１年間をいう。  

 

＜書類等に関する用語＞ 

(４４)  提案書  入札説明書等の規定に基づき、落札者が市に対して提出した提案書及び図面に含まれ

る本事業に関する一切の提案をいい、この契約により変更された場合は、変更後のものをいう。 

(４５)  設計図書  市が確認した基本設計図書及び実施設計図書をいう。  

(４６)  基本設計図書  要求水準書「別紙 14 提出図面一覧」の基本設計完了時提出物に掲げる図書を

いい、この契約により変更された場合は、変更後のものをいう。  

(４７)  実施設計図書  要求水準書「別紙 14 提出図面一覧」の実施設計完了時提出物に掲げる図書を

いい、この契約により変更された場合は、変更後のものをいう。  

(４８)  設計変更  市が確認した基本設計図書又は実施設計図書の変更をいう。  

(４９)  完工図書  要求水準書「別紙 14 提出図面一覧」の完工時提出物に掲げる図書をいう。  

(５０)  業務計画書  第 15 条第１項に従いＰＦＩ事業者①が作成し、市の承諾を得た各事業年度の統括

管理業務に係る年度管理計画書及び個別業務（設計業務、工事監理業務、建設業務及び維持管理・

保全業務をいう。以下同じ。）に係る業務計画書、並びに第 62 条第１項に従いＰＦＩ事業者①が作

成し、市の承諾を得た業務計画書及び年度業務計画書（いずれについてもこの契約に従い変更され

たときは変更後のものをいう。）を個別に、又は総称していう。  

(５１)  成果物  設計図書、完工図書、業務計画書及びその他この契約に関して要求水準書又は市の要

求に基づき作成され市に提出された一切の書類、図面、写真、映像等をいう。  

 

＜入札説明書等に関する用語＞ 

(５２)  入札説明書等  本事業に係る入札説明書及びその附属資料（要求水準書、モニタリング基本計

画、落札者決定基準、様式集、ＰＦＩ事業①基本協定書（案）、民間収益事業基本協定書（案）、事

業契約書（案）、定期借地権設定契約書（合築）（案）、定期借地権設定契約書（別棟）（案）及び土

地売買契約書（案）を含む。）、並びにその質問回答書をいう。  

(５３)  要求水準書  本事業に関して前提とする条件や、本事業のうちＰＦＩ事業①における統括管理

業務、設計業務、工事監理業務、建設業務及び維持管理・保全業務に関して、市が要求するサービ

スの最低水準を示す図書として入札説明書と同時に配布した要求水準書並びにこれについての質

問に係る回答書をいい、この契約に従い変更された場合は変更後のものをいう。  

(５４)  モニタリング基本計画  市が本事業に係る入札説明書と同時に配布したモニタリング基本計画

及びこれについての質問に係る回答書をいう。 

(５５)  モニタリング実施計画  ＰＦＩ事業者①が落札者の提案書を踏まえ、モニタリング基本計画に
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基づき作成し、市の承諾を得ることにより定めるモニタリングに関する実施計画をいう。 

(５６)  モニタリング計画  モニタリング基本計画及びモニタリング実施計画をいう。 

(５７)  基本協定  市と落札者が入札説明書等に従いＰＦＩ事業①を実施するために平成 27 年 10 月 7

日付けで締結したＰＦＩ事業①基本協定をいう。  

 

＜その他の用語＞ 

(５８)  ＰＦＩ法  民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11 年法律第

117 号）をいう。 

(５９) 法令等  法律・命令・条例・政令・省令・規則、若しくは通達・行政指導・ガイドライン、又は

裁判所の判決・決定・命令・仲裁判断、若しくはその他公的機関の定める一切の規定・判断・措置

等をいう。 

(６０)  不可抗力  暴風、豪雨、洪水、高潮、地滑り、落盤、落雷、地震、火災その他の自然災害、又は

騒擾、騒乱、暴動その他の人為的な現象（要求水準書又は設計図書において基準が定められている

場合は、当該基準を超えるものに限る。）のうち、通常予見可能な範囲外のものであって、市及び

ＰＦＩ事業者①のいずれの責めにも帰すことができないものをいう。  

２    この契約を構成する書面及び図面は、次の各号に掲げるとおりとし、各号において齟齬がある場

合の優先順位は、列挙された順序に従うものとする。ただし、提案書の記載内容のうち、業務要求水

準を超えるものについては、要求水準書に優先するものとみなす。 

（１）  この契約書  

（２）  入札説明書等  

（３）  提案書  

 

（公共性及び民間事業の趣旨の尊重） 

第3条 ＰＦＩ事業者①は、20 街区ＭＩＣＥ施設が公益施設としての公共性を有することを十分理解し、

ＰＦＩ事業①の実施に当たっては、その趣旨を尊重するものとする。 

２    市は、ＰＦＩ事業①が民間の事業者によって実施されることを十分理解し、その趣旨を尊重する

ものとする。  

３   ＰＦＩ事業者①は、ＰＦＩ事業①が、市が別に発注するＰＦＩ事業②と密接な関係にあり、ＰＦＩ

事業①の遅延、瑕疵、債務不履行等がＰＦＩ事業②に重大な影響を及ぼしうるため、市がかかる遅延

等に起因してＰＦＩ事業②にかかる増加費用及び損害を負担した場合にはこれにつきＰＦＩ事業者

①が損害賠償しなければならない可能性があることを十分理解し、ＰＦＩ事業①の遅延等が発生し

ないよう最大限の努力をするものとする。 

 

（事業日程） 

第4条 ＰＦＩ事業①は、別紙１日程表に定める日程に従って実施するものとする。  

  

（ＰＦＩ事業①の概要） 

第5条 ＰＦＩ事業①は、20 街区ＭＩＣＥ施設の設計、建設、完成時における市への 20 街区ＭＩＣＥ施
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設の引き渡し、20 街区ＭＩＣＥ施設の維持管理並びにこれらに付随し、又は関連する一切の事業によ

り構成されるものとする。  

 

（業務の実施） 

第6条 ＰＦＩ事業者①は、この契約、入札説明書等及び提案書に従い、かつ善良なる管理者の注意をも

って本業務を実施しなければならない。  

２    ＰＦＩ事業者①は、この契約に関し協議が継続中であること又は協議が調わないことをもって、

本業務の遂行を拒んではならない。  

３    ＰＦＩ事業者①は、この契約締結後速やかに、設計業務、建設業務、工事監理業務及び維持管理・

保全業務を委託し、又は請け負わせる者との間で、各業務に関する業務委託契約若しくは請負契約又

はこれに代わる覚書等を締結するものとし、速やかに、当該契約書の写し等、各業務を委託し又は請

け負わせた事実を証する書面を、市に提出しなければならない。 

 

（ＰＦＩ事業者①の資金調達） 

第7条 ＰＦＩ事業者①が本業務を実施するための一切の費用は、この契約に特別の規定がある場合を

除き、ＰＦＩ事業者①が負担するものとする。  

２    前項の規定によりＰＦＩ事業者①が負担する費用は、すべてＰＦＩ事業者①が自己の責任におい 

て調達するものとする。  

３    ＰＦＩ事業者①は、ＰＦＩ事業①に関する資金の調達に対して、ＰＦＩ法第７５条に規定される

財政上及び金融上の支援があるときは、これが適用されるよう努めなければならない。  

４    市は、ＰＦＩ事業者①がＰＦＩ法第７５条の規定による法制上及び税制上の措置並びに財政上及

び金融上の支援を受けることができるよう努めるものとする。  

 

（許認可の取得等） 

第8条 ＰＦＩ事業者①は、この契約上のＰＦＩ事業者①の義務を履行するために必要な一切の許認可

の取得、届出等の手続（ただし、市が単独で申請すべきものを除く。以下本条において「許認可等手続」

という。）を、自己の責任及び費用において行うものとする。 

２    本敷地拡張部分のＰＦＩ事業者①による使用に必要な一切の許認可の取得、届出等の手続（当該

本敷地拡張部分が道路の場合の廃道手続を含む。）も、前項に定める許認可等手続に含まれるものと

する。 

３    市は、ＰＦＩ事業者①が市に対して許認可等手続に必要な資料の提出その他ＰＦＩ事業者①の許

認可取得等について協力を求めたときは、合理的な範囲でこれに応じるものとする。  

４    ＰＦＩ事業者①は、市がＰＦＩ事業者①に対して市による許認可の取得、届出等の手続に必要な

資料の提出その他市の許認可取得等について協力を求めたときは、合理的な範囲でこれに応じるも

のとする。  

５    ＰＦＩ事業者①は、許認可等手続について、市に対して事前説明及び事後報告を行うものとする。  

６    ＰＦＩ事業者①は、市の請求があったときは、許認可等手続に関して作成し、又は取得した書類

の写しを市に提出するものとする。  
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（市又はＰＦＩ事業者②が実施する業務との調整等） 

第9条 ＰＦＩ事業者①は、ＰＦＩ事業①及び周辺基盤施設③の整備に関連して、市又はＰＦＩ事業者②

がその責任及び費用において行う設計、工事及び備品の搬入業務等が本業務に密接に関連する場合に

おいて、市が必要と認めるときは、スケジュールの調整その他の市又はＰＦＩ事業者②の実施する業務

に対する協力を行うものとする。  

２    前項の協力に要する費用は、合理的な範囲においてＰＦＩ事業者①の負担とする。 

  

（他事業との調整・連携） 

第10条 ＰＦＩ事業者①は、設計・建設期間中、市、民間収益事業者及びＰＦＩ事業者②との間で、20 街

区ＭＩＣＥ施設、民間収益施設及び周辺基盤施設③の工程その他必要な事項について、計画間での調整

を十分に行い、効率的・効果的な業務の実施及び意匠計画等での一体性の確保等に努めるものとする。 

２    ＰＦＩ事業者①は、維持管理期間中、民間収益事業者との日常的な意見交換、各種調整等を適切に

行うことにより、維持管理上の連携・協働に努めるものとする。また、ＰＦＩ事業者①は、維持管理

期間中、ＰＦＩ事業者②との間で維持管理の方法等につき調整し、効率的・効果的な業務の実施等に

努めるものとする。 

３    ＰＦＩ事業①と民間収益事業との間の費用分担等については、提案書によるものとする。 

 

（契約の保証） 

第11条 ＰＦＩ事業者①は、この契約の締結と同時に設計業務及び建設業務に係る費用の合計金額（消費

税を含む。）の 100 分の 10 以上に相当する金額（本条において、以下、「保証の額」という。）の契約保

証金を納付しなければならない。ただし、横浜市契約規則（昭和 39 年 3 月横浜市規則第 59 号）第 36

条第３項に規定される担保を提供することにより、契約保証金の支払に代えることができる。  

２    契約保証金には利息を付さないものとする。  

３    市は契約保証金又は契約保証金の支払に代えて提供された担保を、この契約に基づきＰＦＩ事業

者①が市に対して支払うべき損害金及び違約金に充当することができる。  

４    市は、ＰＦＩ事業者①が納付した契約保証金又は契約保証金の支払に代えて提供された担保を、

第 53 条に従い 20 街区ＭＩＣＥ施設の引渡しを受けた後、ＰＦＩ事業者①の請求に基づき遅滞なく

ＰＦＩ事業者①に返還するものとする。  

５    次の各号のいずれかに該当するときは、契約保証金の納付を免除する。  

（１）  ＰＦＩ事業者①が市を被保険者とし、保証の額を保険金額とする履行保証保険契約を自ら締結

し、その保険証券を市に提出したとき。  

（２）  ＰＦＩ事業者①を被保険者とし、設計企業及び建設等企業をして、設計業務に係る費用（消費税

を含む。）の 100 分の 10 以上に相当する金額及び建設業務に係る費用（消費税を含む。）の 100 分の

10 以上に相当する金額をそれぞれの保険金額とする履行保証保険契約を締結させ、いずれの履行保

証保険の保険金請求権にも第86条第２項第１号に基づく違約金請求権を被担保債権とする質権を設

定したとき。  

６    前項第１号の履行保証保険の保険期間はこの契約の締結日から本件引渡日までとし、前項第２号
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の履行保証保険の保険期間は、設計企業が締結するものについてはこの契約の締結日から第 28 条第

４項の設計業務完了届の提出日までとし、建設等企業が締結するものについては別紙１日程表に規

定する建設工事着工予定日から本件引渡日までとする。  

７    第５項第１号の履行保証保険の保険金の充当については、第３項を準用するものとする。  

 

（貸与品） 

第12条 市は、設計・建設期間にわたり事業敷地に関する資料等を、維持管理期間にわたり完工図書を、

それぞれＰＦＩ事業者①に貸与するものとする。  

２    ＰＦＩ事業者①は、前項により各図書の貸与を受けたときは、直ちに市に借用書を提出しなけれ

ばならない。  

３    ＰＦＩ事業者①は、貸与を受けた各図書を、善良な管理者の注意をもって管理しなければならな

い。  

４    ＰＦＩ事業者①は、本業務の完了、この契約の終了等によって貸与を受けた各図書が不要となっ

たときは、直ちにこれを市に返還しなければならない。  

 

（市のモニタリング） 

第13条 ＰＦＩ事業者①は、市がモニタリング計画に基づき、本業務の実施状況等のモニタリングを行な

うことを了承し、モニタリング計画に定められた書類等を提出するほか、市の実施するモニタリングに

協力しなければならない。 

２    ＰＦＩ事業者①は、市からモニタリング計画に基づき注意、厳重注意、是正指導、是正勧告、再度

是正勧告又は警告を受けたときは、その内容に従い対策、是正措置等を講じなければならない。 

３    市は、モニタリング計画に基づくモニタリングの実施又は不実施を理由として、本業務の全部又

は一部について何らの責任を負担するものではない。 

 

（債務不履行による損害） 

第14条 市及びＰＦＩ事業者①は、この契約上の義務の履行を怠ったときは、それにより相手方に生じた

損害を賠償しなければならない。  

２    前項の規定にかかわらず、市又はＰＦＩ事業者①がこの契約に基づいて履行すべき金銭債務の履

行を遅延したときは、遅延日数に応じ、履行期日時点における政府契約の支払遅延防止等に関する法

律（昭和 24 年法律第 256 号。以下、「支払遅延防止法」という。）第８条第１項の規定に基づき財務

大臣が決定する率を乗じて計算した額の遅延利息をそれぞれ相手方に支払うものとする。  

 

 

第２章 統括管理業務の実施 

（統括管理業務の実施） 

第15条 ＰＦＩ事業者①は、要求水準書に従い、各事業年度の統括管理業務に係る年度管理計画書及び個

別業務に係る年度業務計画書を作成して市に提出し、市の承諾を得なければならない。 
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２    ＰＦＩ事業者①は、年度管理計画書又は年度業務計画書の内容を変更するときは、事前に変更内

容を市に説明し、かつ、変更後の年度管理計画書又は年度業務計画書を市に提出して、承諾を得なけ

ればならない。 

３    ＰＦＩ事業者①は、自己の責任及び費用において、この契約、要求水準書、年度管理計画書、年度

業務計画書及び提案書に従って、統括管理業務を遂行するものとする。  

４    ＰＦＩ事業者①は、法令等及びこの契約の定めに従い、統括管理業務を誠実かつ適正に実施しな

ければならない。 

 

（統括管理業務実施体制の確認） 

第16条 ＰＦＩ事業者①は、この契約締結後速やかに、設計・建設期間に係る統括管理業務の実施に必要

な人員等（必要な有資格者を含む。）を確保し、市に対して、その旨を報告するものとする。  

２    ＰＦＩ事業者①は、維持管理・保全業務の業務開始日に先立ち、維持管理期間に係る統括管理業

務の実施に必要な人員等（必要な有資格者を含む。）を確保し、市に対して、その旨を報告するもの

とする。 

３    市は、前２項に規定する報告を受けたときは、ＰＦＩ事業者①の実施体制を確認するものとする。

市は、確認の結果、実施体制がこの契約等の条件を満たしていないと判断した場合、ＰＦＩ事業者①

に対してその是正を求めることができる。 

４    ＰＦＩ事業者①は、前項により市に是正を求められたときは、是正を求められた事項について補

正等を行い、再度、市の確認を受けなければならない。  

５    ＰＦＩ事業者①は、設計・建設期間に係る統括管理業務の実施体制に関し、前２項の確認を、設

計業務の開始までに受けなければならない。 

６    ＰＦＩ事業者①は、維持管理期間に係る統括管理業務の実施体制に関し、第３項又は第４項の確

認を、維持管理・保全業務の開始までに受けなければならない。 

 

（統括管理責任者） 

第17条 ＰＦＩ事業者①は、要求水準書に従い、設計・建設期間及び維持管理期間のそれぞれについて、

本事業の業務全体を総合的に把握し調整を行う統括管理責任者を定め、統括管理業務の開始までに、市

にその氏名及び所属等を報告しなければならない。 

２    統括管理責任者は、原則として落札者の構成員又は協力会社から選出するものとし、各々が担う

べき役割を確実に遂行できる限りにおいて、要求水準書「別紙 10 業務実施体制図」に規定される条

件に従い、個別業務の業務責任者が兼務することができるものとする。 

３    統括管理責任者は、この契約の履行に関し、本事業の業務全体の管理及び総括を行うほか、サー

ビス対価の変更、請求及び受領並びにこの契約の解除に係る権限を除き、この契約に基づく業務に関

する一切の権限を行使することができる。  

 

（統括管理責任者の変更） 

第18条 市は、設計・建設期間及び維持管理期間の各期間中において、統括管理責任者がその職務の執行

につき著しく不適当と認められるときは、ＰＦＩ事業者①に対し、その理由を明示した書面により、統
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括管理責任者の変更を要請することができる。 

２    ＰＦＩ事業者①は、前項の要請を受けたときは、１４日以内に新たな統括管理責任者を選出し、

市の承諾を得なければならない。 

３    ＰＦＩ事業者①は、設計・建設期間及び維持管理期間の各期間中において、やむを得ない事由に

より、統括管理責任者を変更する必要が生じたとき、市の承諾を得たうえで、統括管理責任者を変更

することができる。 

 

 

第３章 20 街区ＭＩＣＥ施設の設計  

（20 街区ＭＩＣＥ施設の設計） 

第19条 ＰＦＩ事業者①は、この契約締結後速やかに、日本国の法令等を遵守し、この契約、要求水準書、

及び提案書に基づき、設計業務を行うものとする。  

２    ＰＦＩ事業者①は、この契約締結後速やかに、要求水準書に従い設計計画書を作成のうえ市に提

出しなければならない。ＰＦＩ事業者①は、市に提出した設計計画書に従い設計業務を実施するもの

とする。  

３    ＰＦＩ事業者①は、平成 28 年 10 月 7 日までに、市及び民間収益事業者と協議の上、提案書に基

づいて基本計画（開発の基本方針、施設計画（建築計画、景観・デザイン、地区施設、緑化、交通処

理等）、事業運営計画、事業実施スケジュール等を定めたもの。）を策定し、市及び民間収益事業者と

の間で、別紙３基本計画協定の様式に従い、みなとみらい２１中央地区 20 街区ＭＩＣＥ施設整備事

業基本計画協定（以下、「基本計画協定」という。）を締結しなければならない。 

４    ＰＦＩ事業者①は、前項の基本計画協定を遵守しなければならない。 

５    ＰＦＩ事業者①は、20 街区ＭＩＣＥ施設の設計に関する一切の責任を負うものとする。  

６    ＰＦＩ事業者①は、設計業務を行うに当たり、定期的に市との打合せを行うとともに、必要に応

じて設計内容の協議を行うものとする。  

  

（事業敷地への立入り） 

第20条 ＰＦＩ事業者①は、設計業務の実施のために必要なときは、あらかじめ市の承諾を得て、事業敷

地に立入ることができる。 

 

（第三者による設計） 

第21条 ＰＦＩ事業者①は、設計業務の実施を設計企業に委託し、又は請け負わせるものとし、設計企業

以外の者に、設計業務を実施させてはならない。  

２    前項の規定にかかわらず、ＰＦＩ事業者①及び設計企業は、事前に市の承諾を得たときは、設計

業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせることができる。当該第三者が自己以外の第三者に委

託し、又は請け負わせるときも同様とする。  

３    前２項の規定による設計企業及び設計企業以外の第三者への設計業務の委託又は請負は、すべて

ＰＦＩ事業者①の責任において行うものとし、設計企業その他設計業務に関してＰＦＩ事業者①が
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使用する一切の第三者の責めに帰すべき事由は、すべてＰＦＩ事業者①の責めに帰すべき事由とみ

なして、ＰＦＩ事業者①が責任を負うものとする。  

  

（事前調査業務） 

第22条 ＰＦＩ事業者①は、要求水準書に規定される事前調査業務を実施するものとする。また、ＰＦＩ

事業者①は、要求水準書に規定されるもののほか、設計業務又は建設業務の実施に必要な測量調査、地

質調査などの事前調査等を行うものとする。  

２    ＰＦＩ事業者①は、前項の事前調査等を実施するときは、市に連絡し、その承諾を得たうえで自

己の責任及び費用において実施するものとする。  

３    ＰＦＩ事業者①は、第１項の規定による事前調査等を終了したときは、当該事前調査等に係る報

告書を市に提出して、その確認を受けなければならない。  

４    ＰＦＩ事業者①が第１項の規定により実施した事前調査等の不備、誤謬等又はＰＦＩ事業者①が

十分な事前調査等を行わなかったことから生じる責任及び追加的な費用は、ＰＦＩ事業者①が負担

するものとする。  

５    第１項の事前調査等により、本敷地に、入札説明書等に明示されていない地質障害、地中障害物、

土壌汚染、埋蔵文化財その他の土地の瑕疵が発見されたとき又は本敷地の状況が入札説明書等の内

容と著しく異なるときは、速やかに市に連絡し、市の確認を受けるものとする。  

６    前項に定める地質障害、地中障害物、土壌汚染、埋蔵文化財その他の土地の瑕疵があり、又は本

敷地の状況に入札説明書等との著しい不一致があり、これらが入札説明書等その他一般に利用でき

る資料等によっては予測できないものであり、当該瑕疵等又は著しい不一致に起因してＰＦＩ事業

者①に追加的な費用又は損害が生じたときは、市は、合理的な範囲でこれを負担するものとする。こ

の場合において、市は必要と認めるときは要求水準書を変更し、ＰＦＩ事業者①に対して設計図書の

変更を求め、若しくは設計・建設期間を変更するものとする。ＰＦＩ事業者①は、当該追加的な費用

及び損害の発生を最小限とし、かつ、拡大を低減するよう努めなければならない。 

 

（設計変更） 

第23条 市は、必要があると認めるときは、設計図書の変更を求めることができる。市は、設計図書の変

更を求めるときは、変更の概要をＰＦＩ事業者①に通知するものとし、ＰＦＩ事業者①は、当該変更の

要否及び本事業の実施に与える影響を検討し、市に対して通知受領後１５日以内にその結果を通知し

なければならない。  

２    市は、前項の通知を踏まえて設計変更を求めるか否かを最終的に決定し、ＰＦＩ事業者①に通知

する。ＰＦＩ事業者①は、通知を受けた決定に従うものとする。  

３    前２項の規定により設計図書が変更される場合において、当該変更により本業務について追加的

な費用（設計業務及び建設業務に係る費用のほか、維持管理・保全業務に係る費用を含む。以下同

じ。）が発生するときは、当該変更がＰＦＩ事業者①の責めに帰すべき事由に基づく場合を除き、市

が当該追加的な費用を合理的な範囲で負担するものとし、費用の減少が生じるときはサービス対価

を減額するものとする。  

４    ＰＦＩ事業者①は、あらかじめ市の承諾を得た場合を除き、設計図書の変更を行うことはできな
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い。  

５    前項の規定によりＰＦＩ事業者①が市の承諾を得て設計図書の変更を行う場合において、当該変

更によりＰＦＩ事業者①に追加的な費用が発生するときは、ＰＦＩ事業者①が負担するものとし、費

用の減少が生じたときはサービス対価を減額するものとする。 

６    市は、ＰＦＩ事業②（その実施に向けた企画及び準備を含む。）との調整のために必要があると認

めるときは、設計変更、要求水準書の変更、又は第 28 条第１項若しくは第３項に基づく市の確認を

受ける前の基本設計図書若しくは実施設計図書の変更を求めることができ、ＰＦＩ事業者①は市の

求めに応じて変更提案等を提出するものとする。これにより追加的な費用が発生する場合には、市は

合理的な範囲でこれを負担するものとするが、市は、かかるサービス対価の増額又は負担額の全部も

しくは一部に代えて、ＰＦＩ事業者①と協議の上、要求水準書又は設計図書を変更することができ、

ＰＦＩ事業者①はこれに従うものとする。 

 

（法令変更等による設計変更等） 

第24条 この契約の締結日以降、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）、消防法（昭和 23 年法律第 186

号）その他の法令等の新設又は改正（以下、「法令変更」という。）により、設計変更が必要となった場

合、ＰＦＩ事業者①は、市に対し、設計変更の承諾を求めるものとする。  

２    前項の規定によりＰＦＩ事業者①が市に設計変更の承諾を求め、市がそれを承諾する場合におい

て、要求水準書の変更が必要となったときは、市はこれを変更することができ、ＰＦＩ事業者①は、

市が変更した要求水準書に基づいて設計業務を行わなければならない。  

３    前項の規定により、ＰＦＩ事業者①が設計変更を行う場合において、当該変更によりＰＦＩ事業

者①に追加的な費用が発生するときは、市が当該追加的な費用を合理的な範囲で負担するものとし、

費用の減少が生じるときは、市とＰＦＩ事業者①が協議のうえ、サービス対価を減額するものとす

る。  

４    第２項の規定による設計変更に起因して 20 街区ＭＩＣＥ施設の引渡しの遅延が見込まれるとき

は、市とＰＦＩ事業者①が協議のうえ、引渡予定日を変更することができる。 

  

（ＰＦＩ事業者②の意見の聴取及び反映） 

第25条 ＰＦＩ事業者①は、ＰＦＩ事業者②の意見を聴取し、その意見を基本設計及び実施設計を行う際

の参考とするものとする。  

２    ＰＦＩ事業者②の意見を反映するために、本業務について費用の変更が必要となる場合は、ＰＦ

Ｉ事業者①はその概要を市に通知するものとし、市はＰＦＩ事業者②の意見の反映の要否を検討す

るものとする。 

３    前項の検討結果を踏まえて、市が、ＰＦＩ事業者②の意見の反映を求めるときは、市が当該追加

的な費用を合理的な範囲で負担するものとし、費用の減少が生じるときはサービス対価を減額する

ものとする。 

 

（周辺住民との調整等） 

第26条 市は、20 街区ＭＩＣＥ施設の整備に関する周辺住民との調整及び説明会等を行うものとし、Ｐ
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ＦＩ事業者①は合理的な範囲でこれに協力するものとする。 

 

（設計段階におけるモニタリング） 

第27条 市は、ＰＦＩ事業者①の設計業務の実施状況を確認するため、モニタリング計画に基づいてモニ

タリングを実施するものとする。ＰＦＩ事業者①は、市のモニタリングの実施に協力しなければならな

い。  

２    ＰＦＩ事業者①は、市に対して、設計状況を報告するほか、市の要請があったときは随時報告し

なければならない。  

３    市は、本条に規定するモニタリングの実施を理由として、本業務の全部又は一部について何らの

責任を負担するものではない。 

 

（設計の完了） 

第28条 ＰＦＩ事業者①は、基本設計図書及び実施設計図書のそれぞれについて、作成を完了したとき

は、遅滞なく、市に対して各設計図書を提出し、その確認を受けなければならない。市の確認を受けた

設計図書の変更を行うときも同様とする。各設計図書の提出は、別紙１日程表に定める日程に従うもの

とする。  

２    市は、ＰＦＩ事業者①から提出された基本設計図書若しくは実施設計図書がこの契約、入札説明

書等、提案書及びその他市とＰＦＩ事業者①の打合せにおいて合意された事項に従っていない、又は

提出された基本設計図書若しくは実施設計図書ではこの契約、入札説明書等及び提案書において要

求される仕様若しくは水準を満たさないと判断したときは、ＰＦＩ事業者①の責任及び費用におい

て修正することを求めることができる。  

３    ＰＦＩ事業者①は、市からの指摘により、又は自ら基本設計図書又は実施設計図書に不備、不具

合等を発見したときは、自己の責任及び費用において速やかに当該設計図書の修正を行い、修正を行

った事項を市に報告し、その確認を受けるものとする。設計図書の変更について不備、不具合等を発

見した場合も同様とする。  

４    ＰＦＩ事業者①は、基本設計図書及び実施設計図書につき第１項に基づいて市の確認を受けたと

きは、遅滞なく設計業務完了届を市に提出しなければならない。  

５    市は、第１項若しくは第３項の規定に基づき、基本設計図書若しくは実施設計図書の確認を行っ

たこと、又はＰＦＩ事業者①に対して第２項の規定に基づき修正を求めたことを理由として、本業務

の全部又は一部について何らの責任を負担するものではない。 

 

 

第４章 20 街区ＭＩＣＥ施設の建設  

第１節 総則  

（工事の実施） 

第29条 ＰＦＩ事業者①は、日本国の法令等を遵守のうえ、この契約、要求水準書、設計図書及び提案書
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に従い、建設業務を実施しなければならない。  

２    20 街区ＭＩＣＥ施設の建設工事（以下、「本件工事」という。）を実施するために必要な一切の手

段については、要求水準書、設計図書及び提案書に特に定めがあるものを除き、ＰＦＩ事業者①が自

己の責任において定めるものとする。  

３    ＰＦＩ事業者①は、本件工事に必要な電気、ガス、水道等を自己の責任及び費用において調達し

なければならない。  

  

（建設業務の第三者への委託等） 

第30条 ＰＦＩ事業者①は、建設業務を建設等企業に委託し、又は請け負わせるものとし、建設等企業以

外の者に、建設業務を実施させてはならない。  

２    前項の規定にかかわらず、ＰＦＩ事業者①及び建設等企業は、事前に市の承諾を得たときは、建

設業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせることができる。  

３    前２項の規定による建設等企業及び建設等企業以外の第三者への建設業務の委託又は請負は、す

べてＰＦＩ事業者①の責任において行うものとし、建設等企業その他本件工事に関して使用する一

切の第三者の責めに帰すべき事由は、すべてＰＦＩ事業者①の責めに帰すべき事由とみなして、ＰＦ

Ｉ事業者①が責任を負うものとする。  

  

（建設業務に係る保険） 

第31条 ＰＦＩ事業者①は、建設期間中、自ら又は建設元請企業をして、本件工事について別紙４ＰＦＩ

事業者①等が加入する保険等の第１項に掲げる保険契約を締結し、又は締結させ、保険料を負担し、又

は負担させるものとする。  

２    ＰＦＩ事業者①は、前項の規定により自ら保険契約を締結し、又は建設元請企業に保険契約を締

結させたときは、直ちに当該保険契約に係る保険証券の写しを市に提出し、内容の確認を受けなけれ

ばならない。  

  

（事業敷地の使用及び管理） 

第32条 ＰＦＩ事業者①は、本件工事を事業敷地において実施しなければならない。ただし、業務の性質

上、事業敷地以外の場所で実施すべきものについては、この限りではない。 

２    ＰＦＩ事業者①は、別紙１日程表に規定する建設工事着工予定日から本件引渡日までの期間、事

業敷地をこの契約の履行のため無償にて使用することができる。なお、ＰＦＩ事業者①は、善良なる

管理者の注意義務をもって事業敷地及び事業敷地内に存する建築中の建物、工作物等の管理を行う

ものとする。  

３    ＰＦＩ事業者①は、本件工事の工事現場における安全管理、警備等を行うものとする。  

４    本件工事の実施に関し、労働者が災害を被り、又は建設機械器具その他必要な設備が盗難にあい、

若しくは損傷を受けること等により追加的な費用又は損害が発生したときは、当該追加的な費用又

は損害は、ＰＦＩ事業者①が負担するものとする。ただし、当該追加的な費用又は損害が不可抗力に

よって発生したものであるときは、この限りではない。  
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（工事に伴う各種調査等） 

第33条 ＰＦＩ事業者①は、要求水準書に規定される近隣調査・準備調査等を実施するものとする。また、

ＰＦＩ事業者①は、要求水準書に規定されるもののほか、建設業務の実施に必要な測量調査、地質調査

などの各種調査等を行うものとする。 

２    ＰＦＩ事業者①は、前項の各種調査等を実施するときは、市に連絡し、その承諾を得たうえで自

己の責任及び費用において実施するものとする。  

３    ＰＦＩ事業者①は、第１項の規定による各種調査等を終了したときは、当該各種調査等に係る報

告書を市に提出して、その確認を受けなければならない。  

４    ＰＦＩ事業者①が第１項の規定により実施した各種調査等の不備、誤謬等又はＰＦＩ事業者①が

十分な各種調査等を行わなかったことから生じる責任及び追加的な費用は、ＰＦＩ事業者①が負担

するものとする。  

５    第１項の各種調査等により又は本件工事の実施の過程において、本敷地に、入札説明書等に明示

されていない地質障害、地中障害物、土壌汚染、埋蔵文化財その他の土地の瑕疵が発見されたとき又

は本敷地の状況が入札説明書等の内容と著しく異なるときは、速やかに市に連絡し、市の確認を受け

るものとする。  

６    前項に定める地質障害、地中障害物、土壌汚染、埋蔵文化財その他の土地の瑕疵があり、又は本

敷地の状況の入札説明書等との著しい不一致があり、これらが入札説明書等その他一般に利用でき

る資料等によっては予測できないものであるときは、当該瑕疵等又は著しい不一致に起因してＰＦ

Ｉ事業者①に追加的な費用又は損害が生じたときは、市は、合理的な範囲でこれを負担するものとす

る。この場合において、市は必要と認めるときは要求水準書を変更し、ＰＦＩ事業者①に対して設計

図書の変更を求め、又は設計・建設期間を変更するものとする。ＰＦＩ事業者①は、当該追加的な費

用及び損害の発生を最小限とし、かつ、拡大を低減するよう努めなければならない。  

７    前項により要求水準書の変更が必要となった場合の取扱いについては、次に定めるところによる。 

（１）   市は、必要と認めた場合には、要求水準書の変更についての対応可能性及び費用見込額の検討

をＰＦＩ事業者①に求めることができる。  

（２）   ＰＦＩ事業者①は、前号の規定に基づく市の要求を受けた場合には、これを検討し、市の要求

を受けた日から３０日以内に市に対し通知しなければならない。 

（３）   市は、前号の通知の内容に基づき、ＰＦＩ事業者①と協議の上、要求水準書の変更を決定する

ことができる。当該変更により追加費用が発生する場合には、市が当該追加費用を負担するものと

し、サービス対価に算入するものとする。  

（４）   前号に定める変更により費用の減少が生じる場合には、サービス対価を減額するものとする。  

（５）   第３号の協議が協議開始の日から６０日以内に調わない場合には、市は、この契約を解除する

ことができる。この場合、第 95 条の規定により解除されたものとみなし、第７章の規定を適用す

る。  

  

（建設段階におけるモニタリング） 

第34条 市は、ＰＦＩ事業者①の建設業務の実施状況を確認するため、モニタリング計画に基づいてモニ

タリングを実施するものとする。ＰＦＩ事業者①は、市のモニタリングの実施に協力しなければならな
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い。  

２    ＰＦＩ事業者①は、市に対して、工事監理状況報告書を毎月提出するほか、市の要請があったと

きは随時報告しなければならない。  

３    市は、本条に規定するモニタリングの実施を理由として、本業務の全部又は一部について何らの

責任を負担するものではない。 

 

（工事に伴う近隣対策及び近隣対応） 

第35条 ＰＦＩ事業者①は、自己の責任及び費用において、本件工事について周辺住民に説明を行うとと

もに、騒音、振動、悪臭、光害、粉塵発生、交通渋滞その他本件工事が近隣の生活環境に与える影響を

勘案し、適切な近隣対策及び近隣対応を実施するものとし、市は、合理的な範囲でこれに協力するもの

とする。  

２    ＰＦＩ事業者①は、前項の規定による近隣対策又は近隣対応の実施について、当該近隣対策又は

近隣対応の実施前にその内容を、実施後にその結果を、市に報告するものとする。  

３    ＰＦＩ事業者①は、近隣対策又は近隣対応の不調を理由として提案書に示した提案内容を変更す

ることができない。ただし、市の承諾を得たときは、この限りではない。  

４    近隣対策又は近隣対応の実施により、ＰＦＩ事業者①に生じた追加的な費用（引渡予定日を変更

することにより発生する追加的な費用を含む。）については、ＰＦＩ事業者①が負担するものとする。

ただし、市が設定した条件に直接起因して近隣対策又は近隣対応が必要となった場合の追加的な費

用については、市が負担するものとする。  

  

第２節 20 街区ＭＩＣＥ施設の建設等  

（工事の開始） 

第36条 ＰＦＩ事業者①は、第 28 条第４項の規定により設計業務完了届を市に提出した後、速やかに本

件工事を開始するものとする。  

２    ＰＦＩ事業者①は、本件工事を開始しようとするときは、あらかじめ市にその旨を通知するもの

とする。  

  

（備品等の調達） 

第37条 ＰＦＩ事業者①は、要求水準書、設計図書及び提案書に従い、什器備品等を調達し、20 街区Ｍ

ＩＣＥ施設に設置するものとする。 

２    ＰＦＩ事業者①は、要求水準書、設計図書及び提案書に従って設置されるべき什器備品について

の什器備品財産管理台帳を、第46条による市の完工確認までに作成し市に提出しなければならない。 

 

（着工前の提出書類等） 

第38条 ＰＦＩ事業者①は、要求水準書に規定される施工計画書等の書類を本件工事の着工前に市に提

出し、市の承諾を得なければならない。  

２    ＰＦＩ事業者①は、前項の規定により市に提出した書類に従って本件工事を実施しなければなら
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ない。  

３    ＰＦＩ事業者①は、建設期間中、工事現場に常に工事記録を備え置かなければならない。  

４    市は、ＰＦＩ事業者①から施工体制台帳（建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第２４条の７第１

項に規定する施工体制台帳をいう。）及び施工体制に係る事項について報告を求めることができる。  

  

（工事監理の第三者への委託等） 

第39条 ＰＦＩ事業者①は、工事監理業務を工事監理企業に委託し、又は請け負わせるものとし、工事監

理企業以外の者に本件工事に係る工事監理業務を実施させてはならない。  

２    前項の規定にかかわらず、ＰＦＩ事業者①及び工事監理企業は、事前に市の承諾を得たときは、

工事監理業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせることができる。当該第三者が自己以外の第

三者に委託し、又は請け負わせる場合も同様とする。この場合において、工事監理業務と本件工事を

同一の者が実施してはならない。  

３    前２項の規定による工事監理企業及び工事監理企業以外の第三者への工事監理業務の委託又は請

負は、すべてＰＦＩ事業者①の責任において行うものとし、工事監理企業その他工事監理業務に関し

て使用する一切の第三者の責めに帰すべき事由は、すべてＰＦＩ事業者①の責めに帰すべき事由と

みなして、ＰＦＩ事業者①が責任を負うものとする。  

  

（工事監理者） 

第40条 ＰＦＩ事業者①は、本件工事に着工する前に、自らの責任及び費用で建築基準法第５条の６第４

項に規定する工事監理者を設置し、設置後速やかに当該工事監理者の氏名を市に対して通知するもの

とする。  

２    市は、ＰＦＩ事業者①を通じて工事監理者に工事監理の状況を工事監理状況報告書として毎月報

告を求めるとともに、必要に応じて随時報告を求めることができ、工事監理者はこれに従わなければ

ならない。  

３    ＰＦＩ事業者①は、工事監理者が工事監理を行い、かつ前項の規定を遵守するために必要な協力

を行うものとする。  

 

（対象施設にかかる申請書の作成等） 

第41条 ＰＦＩ事業者①は、市が、周辺基盤施設等（以下、「対象施設」という。）の設計及び建設工事に

かかる国庫補助金・交付金の交付申請を行う場合、国土交通省所管補助金等交付規則（平成 12 年総理

府建設省令第９号）、都市局所管国庫補助金等交付申請等要領（平成 13 年６月 27 日国都総第 2000 号）、

補助事業等に係る工事設計書の作成について（昭和 34 年４月１日建設省会発第 107 号建設事務次官通

知）及び港湾関係補助金等交付規則実施要領について（昭和 43 年５月８日港管第 814 号）などに基づ

き、別途市が定める様式に従い、申請書を作成して市に提出しなければならない。 

２    前項の申請書の提出は、対象施設の建設工事に着工する前に行うものとする。 

３    市は、ＰＦＩ事業者①から第１項の申請書の提出を受けたときは、速やかに、その内容を確認す

るものとする。この場合において、ＰＦＩ事業者①は、現場説明、資料提供等の方法により、市の確

認に協力しなければならない。  
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４    前項の確認の実施又は不実施を理由として、市は、本業務の全部又は一部について何らの責任を

負担するものではない。 

５ 市とＰＦＩ事業者①は、第１項に基づく補助金・交付金の交付申請を行う場合、平成 29 年度、平成

30 年度、平成 31 年度の対象施設の建設工事につき、各年度の建設一時金（サービス対価Ａ－１）の

支払方法等に関する年度協定(以下、「年度協定」という。)を、別途市が定める時期までに締結する

ものとする。 

 

（対象施設にかかる遂行状況報告等） 

第42条 ＰＦＩ事業者①は、市が、対象施設の建設工事にかかる国庫補助金・交付金の交付申請を行う場

合、別途市が定める様式に従い、各年度の４月１日から 11 月 30 日までの期間における対象施設の建

設工事の遂行状況報告書を作成して、市に提出しなければならない。 

２    前項の遂行状況報告書の提出は、平成 29 年度実施予定分については平成 29 年 12 月５日までに、

平成 30 年度実施予定分については平成 30 年 12 月５日までに、平成 31 年度実施予定分については

平成 31 年 12 月５日又は本件引渡日のいずれか早い日までに、それぞれ行うものとする。 

３    市は、ＰＦＩ事業者①から第１項の遂行状況報告書の提出を受けたときは、速やかに、その内容

を確認するものとする。この場合において、ＰＦＩ事業者①は、現場説明、資料提供等の方法により、

市の確認に協力しなければならない。  

４    前項の確認の実施又は不実施を理由として、市は、本業務の全部又は一部について何らの責任を

負担するものではない。 

 

（対象施設にかかる実績報告等 ） 

第43条 ＰＦＩ事業者①は、市が、対象施設の建設工事にかかる国庫補助金・交付金の交付申請を行う場

合、別途市が定める様式に従い、対象施設の建設工事の履行実績報告書を作成して市に提出しなければ

ならない。 

２    前項の履行実績報告書の提出は、平成 29 年度実施分については平成 30 年 3 月末日までに、平成

30 年度実施分については平成 31 年 3 月末日までに、平成 31 年度実施分については本件引渡日まで

に、それぞれ行うものとする。 

３    市は、ＰＦＩ事業者①から履行実績報告書の提出を受けたときは、速やかに、その内容を確認す

るものとする。この場合において、ＰＦＩ事業者①は、現場説明、資料提供等の方法により、市の確

認に協力しなければならない。  

４    市は、対象施設の建設工事の履行実績に不備、不具合等があり、又は対象施設の建設工事の内容

が、この契約、要求水準書、設計図書及び提案書に適合しないと認めるときは、不備、不具合、不適

合等の具体的内容を明らかにし、相当の期間を定めてＰＦＩ事業者①に対しその修補等を求めるこ

とができる。この場合において、当該修補等に係る費用は、ＰＦＩ事業者①が負担するものとし、そ

の他この契約に定めのない事項は要求水準書の定めるところによる。  

５    ＰＦＩ事業者①は、前項の規定により修補等を求められたときは、速やかに修補等を行い、その

完了後、改めて市に履行実績報告書を提出しなければならない。この場合において、市は速やかに第

３項の確認を行わなければならない。  
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６    第３項の確認の実施又は不実施を理由として、市は、本業務の全部又は一部について何らの責任

を負担するものではない。 

 

（市による中間確認等） 

第44条 市は、20 街区ＭＩＣＥ施設がこの契約、要求水準書、設計図書及び提案書に従い建設されてい

ることを確認するため、ＰＦＩ事業者①にあらかじめ通知したうえ、建設状況について、ＰＦＩ事業者

①及び建設元請企業に対して説明を求め、中間確認をすることができる。この場合において、本件工事

の現場において建設状況を確認するときは、ＰＦＩ事業者①及び建設元請企業が立ち会うものとする。  

２    ＰＦＩ事業者①は、前項の規定による中間確認の実施について、市に対して可能な限りの協力を

行うものとし、建設元請企業をして、市に対して必要かつ合理的な説明及び報告を行わせるものとす

る。 

３    市は、前２項に定めるほか、ＰＦＩ事業者①にあらかじめ通知することなく、随時、本件工事に

立ち会い、建設状況について確認することができる。  

４    市は、前３項の規定による立ち会い、説明、確認又は報告の結果、建設状況がこの契約、要求水準

書、設計図書又は提案書の内容を逸脱していることが判明したときは、ＰＦＩ事業者①に対してその

是正を求めることができ、ＰＦＩ事業者①は、これに従わなければならない。  

５    市は、本条の規定による立会い、確認等の実施又は不実施を理由として、本業務の全部又は一部

について何らの責任を負担するものではない。 

  

（ＰＦＩ事業者①の完工検査） 

第45条 ＰＦＩ事業者①は、20 街区ＭＩＣＥ施設の完成後速やかに、自己の責任において要求水準書に

基づき、完工検査を行うものとする。  

２    市は、前項に規定する完工検査への立会いを求めることができる。ただし、市は、かかる立会い

の実施を理由として、本業務の全部又は一部について何らの責任を負担するものではない。 

３    ＰＦＩ事業者①は、完工検査に対する市の立会いの実施の有無を問わず、要求水準書に基づき、

完工検査の完了後速やかに工事完了届、完工検査調書及びその他の必要な書類を市に提出し、完工検

査の結果を報告しなければならない。  

４    ＰＦＩ事業者①は、完工検査終了後速やかに施工記録を施工記録書として用意して、現場で市の

確認を受けなければならない。  

  

（市による完工確認） 

第46条 市は、前条の完工検査終了後、ＰＦＩ事業者①から工事完了届の提出を受けたときは、速やかに、

要求水準書に基づき、20 街区ＭＩＣＥ施設の完工確認を実施するものとする。この場合において、Ｐ

ＦＩ事業者①は、現場説明、資料提供等の方法により、市の完工確認に協力しなければならない。  

２    市は、この契約、要求水準書、設計図書、提案書及びその他の関係書類に基づき建設業務の適否

を判断するものとする。  

３    市は、20 街区ＭＩＣＥ施設に不備、不具合等があり、又は建設業務がこの契約、要求水準書、設

計図書、提案書及びその他の関係書類に適合しないと認めるときは、不備、不具合、不適合等の具体
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的内容を明らかにし、相当の期間を定めてＰＦＩ事業者①に対しその修補等を求めることができる。

この場合において、当該修補等に係る費用は、ＰＦＩ事業者①が負担するものとし、その他この契約

に定めのない事項は要求水準書の定めるところによるものとする。 

４    ＰＦＩ事業者①は、前項の規定により修補等を求められたときは、速やかに修補等を行い、その

完了後、改めて市の完工確認を受けなければならない。この場合において、市及びＰＦＩ事業者①は

速やかに完工確認に係る手続を行わなければならない。  

５    第１項又は前項の完工確認の実施又は不実施を理由として、市は、本業務の全部又は一部につい

て何らの責任を負担するものではない。 

  

（完工確認済書の交付） 

第47条 市が、前条第１項及び第４項に規定する完工確認及び第 56 条の規定による維持管理・保全業務

体制の確認を行い、かつ、ＰＦＩ事業者①が自ら又は維持管理・保全企業に別紙４ＰＦＩ事業者①等が

加入する保険等の第２項に掲げる保険契約等を締結し、又は締結させ、当該保険契約に係る保険証券等

の写しを完工図書とともに市に提出したときは、市は速やかにＰＦＩ事業者①に対して完工確認済書

を交付するものとする。  

２    市は、前項の規定に基づき完工確認済書を交付したことを理由として、本業務の全部又は一部に

ついて何ら責任を負担するものではない。 

  

（工期の変更） 

第48条 市がＰＦＩ事業者①に対して工期（別紙１日程表に規定する建設工事着工予定日から第 38 条の

規定により市の承諾を受けた施工計画書に記載された工事完了予定日までをいう。以下同じ。）の変更

を請求したときは、市とＰＦＩ事業者①は、協議により当該変更の要否及び変更後の新たな工期を定め

るものとする。  

２    ＰＦＩ事業者①が不可抗力その他ＰＦＩ事業者①の責めに帰すことができない事由により工期を

遵守できないことを理由として工期の変更を請求したときは、市及びＰＦＩ事業者①は、協議により

当該変更の要否及び変更後の新たな工期を定めるものとする。ただし、市とＰＦＩ事業者①との間に

おいて協議が調わない場合、市が合理的な工期を定めるものとし、ＰＦＩ事業者①は、これに従わな

ければならない。  

３    前２項の規定による工期の変更に伴い引渡予定日が変更される場合においても、第 78 条第１項に

規定するこの契約の終了の日は、変更されないものとする。  

４    第１項又は第２項の規定により工期の変更が行われた場合、当該工期の変更が市の責めに帰すべ

き事由によるとき（ＰＦＩ事業②の遅延を含むがこれに限定されない。）は、市は合理的な範囲でＰ

ＦＩ事業者①に発生した損害及び追加的な費用を負担するものとし、当該工期の変更がＰＦＩ事業

者①の責めに帰すべき事由によるときは、ＰＦＩ事業者①が損害及び追加的な費用を負担するもの

とする。  

５    不可抗力又は法令変更により工期の変更が行われた場合における損害及び追加的な費用は、それ

ぞれ別紙５不可抗力による損害及び追加的な費用の負担割合、又は別紙９法令変更による追加的な

費用の負担割合に掲げる負担割合に従い、市及びＰＦＩ事業者①がそれぞれ負担するものとする。  
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（引渡しの遅延に伴う費用負担） 

第49条 市は、ＰＦＩ事業者①の責めに帰すことができない事由により 20 街区ＭＩＣＥ施設の引渡しが

引渡予定日よりも遅延したときは、当該遅延によりＰＦＩ事業者①が負担した追加的な費用について、

合理的な範囲でＰＦＩ事業者①に支払うものとする。ただし、当該遅延が市の責めに帰すべき事由によ

る場合は、ＰＦＩ事業者①の市に対する損害賠償請求を妨げるものではなく、また、当該遅延が不可抗

力によるときは、当該遅延によりＰＦＩ事業者①に生じた損害及び追加的な費用は、別紙５不可抗力に

よる損害及び追加的な費用の負担割合に掲げる負担割合に従い、市及びＰＦＩ事業者①がそれぞれ負

担する。  

２    ＰＦＩ事業者①の責めに帰すべき事由により、20 街区ＭＩＣＥ施設の引渡しが引渡予定日よりも

遅延したときは、ＰＦＩ事業者①は、引渡予定日の翌日から起算して、本件引渡日までの期間につき、

設計・建設の対価（消費税を含み、支払利息を除く。）に相当する金額につき、引渡予定日における

支払遅延防止法第８条第１項の規定に基づき財務大臣が決定する率を乗じて計算した金額に相当す

る遅延損害金を日割り計算により支払うものとし、当該遅延損害金を超える損害（市がＰＦＩ事業②

に関連して支払う必要のある損害又は費用を含む。）があるときは、その損害額を支払わなければな

らない。  

  

（工事の中止等） 

第50条 市は、必要があると認めるときは、その理由をＰＦＩ事業者①に通知したうえで、本件工事の全

部又は一部を一時中止させることができる。  

２    市は、前項の規定により本件工事を一時中止させた場合において、必要があると認めるときは、

工期を変更することができる。この場合において、市は、当該一時中止がＰＦＩ事業者①の責めに帰

すべき事由による場合及び不可抗力による場合を除き、ＰＦＩ事業者①が工事の再開に備え工事現

場を維持し、若しくは労働者、建設機械器具等を保持するための費用その他の工事の一時中止に伴う

追加的な費用を必要としたとき、又はＰＦＩ事業者①に損害を及ぼしたときは、合理的な範囲で、こ

れらの追加的な費用を負担し、又は損害を賠償しなければならない。  

３    工事の一時中止が不可抗力又は法令変更による場合においては、前項の追加的な費用又は損害は、

それぞれ別紙５不可抗力による損害及び追加的な費用の負担割合、又は別紙９法令変更による追加

的な費用の負担割合に掲げる負担割合に従い、市及びＰＦＩ事業者①がそれぞれ負担するものとす

る。  

  

（建設工事中にＰＦＩ事業者①が第三者に及ぼした損害） 

第51条 ＰＦＩ事業者①は、本件工事に際し第三者に損害を及ぼした場合は、当該損害を賠償しなければ

ならない。工事の施工に伴い通常避けることができない騒音、振動、地盤沈下、地下水の断絶等の理由

により生じたものであるときもＰＦＩ事業者①の負担とする。ただし、その損害のうち市の責めに帰す

べき事由により生じたものについては、市が負担するものとする。  
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（不可抗力による損害） 

第52条 ＰＦＩ事業者①は、20 街区ＭＩＣＥ施設の引渡しを行う前に、不可抗力により、20 街区ＭＩＣ

Ｅ施設、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材料その他建設機械器具等に損害が生じたときは、当該

事実の発生後直ちにその状況を市に通知しなければならない。  

２    市は、前項の規定による通知を受けたときは、直ちに調査を行い、損害の状況を確認し、その結

果をＰＦＩ事業者①に通知するものとする。  

３    前項に規定する損害及びこれに係る追加的な費用は別紙５不可抗力による損害及び追加的な費用

の負担割合に掲げる負担割合に従い、市及びＰＦＩ事業者①がそれぞれ負担するものとする。ただ

し、ＰＦＩ事業者①が善良なる管理者の注意義務を怠ったことに基づくものは、全てＰＦＩ事業者①

が負担するものとする。  

  

（引渡手続） 

第53条 ＰＦＩ事業者①は、市から完工確認済書の交付を受けた後、引渡予定日に 20 街区ＭＩＣＥ施設

を市に引き渡すものとする。 

２  ＰＦＩ事業者①は、市から委任を受け、20 街区ＭＩＣＥ施設の所有権移転後、速やかに市名義で

の登記を行うものとし、市は、これに協力するものとする。 

  

（瑕疵担保責任） 

第54条 市は、20 街区ＭＩＣＥ施設に瑕疵があるときは、ＰＦＩ事業者①に対して相当の期間を定めて

当該瑕疵の修補（備品については交換を含む。以下同じ。）を請求し、又は修補に代え、若しくは修補

とともに損害賠償を請求することができる。ただし、当該瑕疵が重要ではなく、かつ、その修補に過分

の費用を要するときは、市は、修補を請求することができない。 

２    前項の規定による瑕疵の修補又は損害賠償の請求は、本件引渡日から２年以内に行わなければな

らない。ただし、その瑕疵がＰＦＩ事業者①又は建設元請企業の故意又は重大な過失により生じた場

合、当該請求を行うことのできる期間は１０年とする。  

３    市は、20 街区ＭＩＣＥ施設の引渡しを受ける際に瑕疵があることを知ったときは、前２項の規定

にかかわらず、その旨を直ちにＰＦＩ事業者①に通知しなければ、当該瑕疵の修補又は損害賠償の請

求をすることができない。ただし、ＰＦＩ事業者①が当該瑕疵があることを知っていたときは、この

限りではない。  

４    市は、20 街区ＭＩＣＥ施設が瑕疵により滅失し、又は毀損したときは、第２項に定める期間内で、

かつ、その滅失又は毀損を市が知った日から１年以内に第１項の規定による権利を行使しなければ

ならない。  

５    ＰＦＩ事業者①は、建設元請企業をして、市に対し本条による瑕疵の修補及び損害賠償をなすこ

とについて保証させるものとし、当該保証に係る保証書（別紙６保証書の様式に定める様式によるも

のに限る。）を建設元請企業から徴し、市に差し入れるものとする。  
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第５章 20 街区ＭＩＣＥ施設の維持管理  

（維持管理・保全業務の実施） 

第55条 ＰＦＩ事業者①は、本件引渡日から、自己の責任及び費用において、この契約、要求水準書、業

務計画書及び提案書に従って、維持管理・保全業務を遂行するものとする。 

２    ＰＦＩ事業者①は、法令等及びこの契約の定めに従い、維持管理・保全業務を誠実かつ適正に実

施しなければならない。 

 

（維持管理・保全業務実施体制の確認） 

第56条 ＰＦＩ事業者①は、維持管理・保全業務の業務開始日に先立ち、維持管理・保全業務の実施に必

要な人員等（必要な有資格者を含む。）を確保するとともに、維持管理・保全業務に必要な研修、訓練

等を行い、業務の実施に習熟させなければならない。  

２    ＰＦＩ事業者①は、前項の研修、訓練等の実施後、この契約、要求水準書、業務計画書及び提案書

に従って維持管理・保全業務を遂行することが可能となった時点において、市に対して、その旨を報

告するものとし、あわせて、維持管理・保全業務の遂行に当たっての管理体制、業務分担、緊急連絡

体制等の業務に必要な書類を市に提出するものとする。 

３    市は、前項に規定する報告を受けたときは、ＰＦＩ事業者①の実施体制を確認するものとする。

市は、確認の結果、実施体制がこの契約等の条件を満たしていないと判断した場合、ＰＦＩ事業者①

に対してその是正を求めることができる。 

４    ＰＦＩ事業者①は、前項により市に是正を求められたときは、是正を求められた事項について補

正等を行い、再度、市の確認を受けなければならない。  

５    ＰＦＩ事業者①は、前２項の確認を本件引渡日までに受けなければならない。  

 

（修繕・更新） 

第57条 ＰＦＩ事業者①は、この契約、要求水準書、業務計画書及び提案書に基づき、20 街区ＭＩＣＥ

施設（第 37 条第１項の規定によりＰＦＩ事業者①が調達及び設置した什器備品等を除く。以下、本条

について同じ。）の修繕及び更新（建築物等の劣化した部分若しくは部材、又は設備等を、新しいもの

に取り替えることをいう。以下、本条について同じ。）（ＰＦＩ事業者②が実施する 20 街区ＭＩＣＥ施

設の修繕及び更新を除く。）を自己の責任及び費用において実施するものとする。ただし、市の責めに

帰すべき事由により 20 街区ＭＩＣＥ施設の修繕又は更新を行った場合、市は、これに要した費用を負

担するものとする。 

２    ＰＦＩ事業者①が、業務計画書にない修繕若しくは更新又は 20 街区ＭＩＣＥ施設に重大な影響を

及ぼす修繕若しくは更新を行う場合、事前に市に対してその内容その他必要な事項を通知し、かつ、

市の事前の承諾を得るものとする。 

３    ＰＦＩ事業者①は、20 街区ＭＩＣＥ施設の修繕又は更新を行った場合、必要に応じて当該修繕又

は更新を貸与を受けた完工図書に反映し、かつ、使用した設計図、施工図等の書面を市に対して提出

しなければならない。 
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（要求水準書の変更） 

第58条 法令変更により要求水準書の変更が必要又は可能となった場合の取扱いについては、次に定め

るところによる。 

（１）   市は、自ら又はＰＦＩ事業者①の申出により、ＰＦＩ事業者①と協議の上、法令等の要求する

水準に見合うように要求水準書を変更するものとする。  

（２）   前号に規定する要求水準書の変更によりＰＦＩ事業者①に追加費用が発生する場合には、市が

当該追加費用を負担し、サービス対価に算入するものとする。  

（３）   第１号に定める変更により費用の減少が生じる場合には、サービス対価を減額するものとする。  

（４）   第１号の協議が協議開始の日から６０日以内に調わない場合には、市は、この契約を解除する

ことができる。この場合、第 91 条の規定により解除されたものとみなし、第７章の規定を適用す

るものとする。  

２    不可抗力その他市がやむを得ないと認める理由により要求水準書の変更が必要となった場合の取

扱いについては、次に定めるところによる。 

（１）   市は、自ら又はＰＦＩ事業者①の申出を受け必要と認めた場合には、要求水準書の変更をＰＦ

Ｉ事業者①に求めることができる。  

（２）   ＰＦＩ事業者①は、前号の規定に基づく市の要求を受けた場合には、その対応可能性及び費用

見込額を検討し、市の要求を受けた日から３０日以内に市に対し通知しなければならない。  

（３）   市は、前号の通知の内容に基づき、ＰＦＩ事業者①と協議の上、要求水準書の変更を決定する

ことができる。当該変更により追加費用が発生する場合には、市が当該追加費用を負担するものと

し、サービス対価に算入するものとする。  

（４）   前号に定める変更により費用の減少が生じる場合には、サービス対価を減額するものとする。  

（５）   第３号の協議が協議開始の日から６０日以内に調わない場合には、市は、この契約を解除する

ことができる。この場合、第１号による要求水準書の変更要求が市の事由に基づくものであった場

合は第 80 条の規定により解除されたものとみなし、不可抗力事由の発生によるものであった場合

は第 95 条の規定により解除されたものとみなすものとする。 

３    ＰＦＩ事業者①から要求水準書の変更を申し入れるときの取扱いについては、次に定めるところ

による。  

（１）   ＰＦＩ事業者①は、合理的な必要が生じたと認める場合、要求水準書の変更を市に求めること

ができる。この場合、市は、ＰＦＩ事業者①との協議に応じなければならない。  

（２）   市は、前号に定める協議が成立した場合、要求水準書の変更を行うものとする。この場合のサ

ービス対価の変更については、市及びＰＦＩ事業者①の合意によるものとする。  

４    第１項又は第２項に基づき要求水準書を変更するときは、市が、ＰＦＩ事業者①に変更内容を書

面により通知することにより変更するものとし、前項に基づき変更するときは市及びＰＦＩ事業者

①が書面により変更内容を合意したうえで要求水準書を変更するものとする。 

５    前項の規定による要求水準書の変更により、必要と認められるときは、ＰＦＩ事業者①は、第 62

条に定める業務計画書を変更し、変更内容について市の承諾を得るものとする。  
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（ＰＦＩ事業者②との連携） 

第59条 ＰＦＩ事業者①は、維持管理・保全業務の実施に当たっては、ＰＦＩ事業者②からの要望及び苦

情への対応体制を明確にするとともに、ＰＦＩ事業者②の意見を聞き、業務の改善に取り組むものとす

る。 

 

（維持管理・保全業務責任者） 

第60条 ＰＦＩ事業者①は、要求水準書に従い、維持管理・保全業務全体を総合的に把握し調整を行う維

持管理・保全業務責任者を定め、維持管理・保全業務の開始までに、市にその氏名、所属等を報告しな

ければならない。維持管理・保全業務責任者を変更するときも、速やかに、同様の事項を市に報告しな

ければならない。  

 

（維持管理・保全業務担当者） 

第61条 ＰＦＩ事業者①は、維持管理・保全業務の開始までに、維持管理・保全業務担当者の名簿を市に

提出しなければならない。また、ＰＦＩ事業者①は、維持管理・保全業務担当者に異動があった場合、

その都度、速やかに市に報告しなければならない。  

 

（業務計画書） 

第62条 ＰＦＩ事業者①は、要求水準書に従い、本件引渡日から事業期間終了までの業務計画書、及び各

事業年度の年度業務計画書を作成して市に提出し、市の承諾を得なければならない。 

２    ＰＦＩ事業者①は、業務計画書又は年度業務計画書の内容を変更するときは、事前に変更内容を

市に説明し、かつ、変更後の業務計画書又は年度業務計画書を市に提出して、承諾を得なければなら

ない。 

３    ＰＦＩ事業者①は、業務計画書及び年度業務計画書に従って、維持管理・保全業務を実施しなけ

ればならない。  

  

（業務計画書の見直し等） 

第63条 ＰＦＩ事業者①は、第 68 条のセルフモニタリングにより、20 街区ＭＩＣＥ施設の維持管理状況

を把握した上で、業務要求水準が達成され、施設の設置目的が適切に実現されているかにつき、常に検

証した上で、業務計画書又は年度業務計画書の変更が必要又は望ましいと認めるときは、前条第２項の

規定に基づき、それらの内容を速やかに改善しなければならない。  

２    ＰＦＩ事業者①は、維持管理・保全業務の実施状況又はその結果が業務要求水準に達しない場合

において、単に業務計画書及び年度業務計画書に従ったことのみをもってその責任を免れることは

できない。  

  

（近隣対策及び近隣対応） 

第64条 ＰＦＩ事業者①は、自己の責任及び費用において、維持管理・保全業務を実施するに際して合理

的に要求される範囲の近隣対策及び近隣対応を実施するものとする。なお、近隣対策又は近隣対応の実

施について、ＰＦＩ事業者①は市に対して事前及び事後にその内容及び結果を報告するものとし、市は
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ＰＦＩ事業者①に対して合理的な範囲で必要な協力を行う。ただし、本事業の実施そのものに直接起因

して周辺その他から苦情等が発生した場合は、市が対応するものとする。  

 

（第三者による実施） 

第65条 ＰＦＩ事業者①は、維持管理・保全業務を維持管理・保全企業に委託し、又は請け負わせるもの

とし、維持管理・保全企業以外の者に、維持管理・保全業務を実施させてはならない。維持管理・保全

企業ごとの業務分担については、次の各号に掲げるとおりとする。  

（１）建築物保守管理業務   [日本管財株式会社]  

（２）建築設備保守管理業務   [日本管財株式会社]  

（３）植栽維持管理業務   [日本管財株式会社]  

（４）修繕業務   [日本管財株式会社]  

  

２    前項の規定にかかわらず、ＰＦＩ事業者①及び維持管理・保全企業は、事前に市の承諾を得たと

きは、維持管理・保全業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせることができる。市の承諾を得

るにあたり、ＰＦＩ事業者①及び維持管理・保全企業は、当該第三者の商号、住所その他市が別途定

める事項を市に通知しなければならない。当該第三者が自己以外の第三者に委託し、又は請け負わせ

る場合も同様とする。 

３    前２項の規定による、維持管理・保全企業及び維持管理・保全企業以外の第三者への維持管理・

保全業務の委託又は請負は、すべてＰＦＩ事業者①の責任において行うものとし、維持管理・保全企

業その他維持管理・保全業務に関して使用する一切の第三者の責めに帰すべき事由は、すべてＰＦＩ

事業者①の責めに帰すべき事由とみなして、ＰＦＩ事業者①が責任を負うものする。  

 

（第三者に及ぼした損害等） 

第66条 ＰＦＩ事業者①が維持管理・保全業務を実施するに際し、何らかの損害を第三者に生じさせる可

能性のある事故、紛争等が発生した場合、ＰＦＩ事業者①は、速やかに市にその内容を報告するととも

に、自己の責任において解決に当たるものとする。この場合、ＰＦＩ事業者①は、市と緊密に協議して

対応しなければならない。   

２    ＰＦＩ事業者①が維持管理・保全業務の実施により第三者に損害を及ぼした場合、ＰＦＩ事業者

①は、当該損害の一切を当該第三者に対して賠償しなければならない。ただし、当該損害のうち市の

責めに帰すべき事由により生じたものについては、この限りではない。  

３    維持管理・保全業務の実施に伴い通常避けることができない騒音、臭気、振動その他の理由によ

り、ＰＦＩ事業者①が第三者に対して損害を及ぼした場合も、前項と同様とする。  

４    第２項本文の規定に関わらず、第三者に対して市が損害を賠償した場合、市はＰＦＩ事業者①に

対して当該賠償した金額（ただし、市の責めに帰すべき事由により生じたものを除く。）を求償する

ものとする。ＰＦＩ事業者①は、市からの請求を受けた場合には、速やかにこれを支払わなければな

らない。  
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（維持管理段階におけるモニタリング） 

第67条 市は、ＰＦＩ事業者①の維持管理・保全業務の履行状況及び 20 街区ＭＩＣＥ施設の状況を確認

するため、モニタリング計画に基づいてモニタリングを実施するものとする。ＰＦＩ事業者①は、市の

モニタリングの実施に協力しなければならない。 

２    ＰＦＩ事業者①は、要求水準書に従い、市に対して、維持管理・保全状況を報告するほか、市の要

請があったときは随時報告しなければならない。  

３    市は、本条に規定するモニタリングの実施を理由として、本業務の全部又は一部について何らの

責任を負担するものではない。 

  

（セルフモニタリング） 

第68条 ＰＦＩ事業者①は、常に 20 街区ＭＩＣＥ施設の維持管理・保全状況を把握し、何らかの理由で

この契約、要求水準書、業務計画書若しくは提案書に従った維持管理・保全業務の実施ができない場合、

要求水準書、業務計画書若しくは提案書に規定された水準若しくは仕様が達成出来ない場合、又はそれ

らの事態が生じるおそれを認める場合、その理由及び対処方法等を直ちに市に報告しなければならな

い。  

  

（要望等の処理） 

第69条 ＰＦＩ事業者①は、20 街区ＭＩＣＥ施設の利用者、近隣住民又はＰＦＩ事業者②等から要望、

意見及び苦情等（以下、「要望等」という。）を受け付けたときは、その内容及び対応状況について、速

やかに、市に報告しなければならない。  

２    市は、前項によりＰＦＩ事業者①が受け付けた要望等及び市が直接受け付けた要望等の内容及び

対応状況について、必要に応じて公表できるものとする。  

  

（実地調査への対応） 

第70条 ＰＦＩ事業者①は、市による実地調査を受ける場合は、誠実に対応しなければならない。この場

合において、市が調査に基づき必要な指示をしたときは、ＰＦＩ事業者①は、これに従わなければなら

ない。  

 

（業務報告書の提出） 

第71条 ＰＦＩ事業者①は、維持管理・保全業務に関し、業務の履行状況等について、要求水準書に従い、

日報、月次業務報告書、四半期業務報告書及び年度業務報告書を作成して、市に提出しなければならな

い。  

  

（維持管理・保全業務に係る保険） 

第72条 ＰＦＩ事業者①は、維持管理期間中、自ら又は維持管理・保全企業及びＰＦＩ事業者①から維持

管理・保全業務の委託を受けた者をして別紙４ＰＦＩ事業者①等が加入する保険等に定める保険契約

等を締結し、又は締結させ、保険料等を負担し、又は負担させるものとする。 

２    ＰＦＩ事業者①は、前項により保険契約を締結し、又は維持管理・保全企業及びＰＦＩ事業者①
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から維持管理・保全業務の委託を受けた者をして保険契約を締結させたときは、速やかに保険証券を

市に提示し、内容の確認を受けなければならない。 

 

 

第６章 サービス対価の支払  

（サービス対価の支払） 

第73条 市は、ＰＦＩ事業者①がこの契約の規定に従い、業務を適正に履行したことを確認することを条

件として、別紙７サービス対価の金額と支払スケジュール及び支払手続に掲げる支払時期及び支払手

続に従い、ＰＦＩ事業者①に対して、サービス対価を支払うものとする。  

２    この契約が各四半期の末日以外の日に終了した場合における維持管理の対価の支払については、

当該終了日までの履行部分につき別紙７サービス対価の金額と支払スケジュール及び支払手続の規

定に準じた手続により行うものとする。  

  

（サービス対価の改定） 

第74条 前条第１項の規定にかかわらず、サービス対価の支払額は、必要に応じて、別紙８サービス対価

の改定に定める方法により改定するものとする。ただし、別紙８サービス対価の改定に定めのないサー

ビス対価の改定方法については、市及びＰＦＩ事業者①が協議して、これを定めるものとする。  

  

（サービス対価の使途） 

第75条 ＰＦＩ事業者①は、サービス対価をこの契約の業務の遂行に要する経費以外に使用してはなら

ない。  

 

（サービス対価の減額） 

第76条 市は、モニタリングの結果に基づき、維持管理の対価をモニタリング計画に定める方法により減

額し、又はその支払を停止することができる。 

２    前項の規定は、ＰＦＩ事業者①の業務要求水準の未達又はその他ＰＦＩ事業者①のこの契約の債

務の不履行による、市の損害賠償請求を妨げるものではない。また、前項によるサービス対価の減額

を損害賠償額の予定による相殺と解してはならない。 

  

（サービス対価の返還） 

第77条 サービス対価の支払後に業務報告書に虚偽の記載があることが判明したときは、ＰＦＩ事業者

①は、市に対して、モニタリング計画に従い、受領したサービス対価の全部又は一部を、当該サービス

対価を受領した日から返還する日までの期間につき返還期日時点における支払遅延防止法第８条第１

項の規定に基づき財務大臣が決定する率で計算した額の損害金を付して、返還しなければならない。  
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第７章 契約の終了及び債務不履行  

（契約期間） 

第78条 この契約は、締結の日から効力を生じ、平成 52 年３月 31 日をもって終了する。  

２    ＰＦＩ事業者①は、この契約の終了をもってこの契約に基づく業務の履行を終了する。  

  

（契約の終了の効果） 

第79条 ＰＦＩ事業者①は、この契約が終了した場合において、事業敷地又は 20 街区ＭＩＣＥ施設内に

ＰＦＩ事業者①が所有し、又は管理する工事材料、建設・業務機械器具、仮設物その他の物件（ＰＦＩ

事業①を構成する各業務を受託し、又は請け負った者が所有し、又は管理するこれらの物件を含む。）

があるときは、当該物件等を直ちに撤去し、市の確認を受けなければならない。  

２    ＰＦＩ事業者①は、この契約の終了に当たっては、20 街区ＭＩＣＥ施設を市が継続して使用する

ことができるよう、市に対して、維持管理・保全業務に関して必要な事項を説明するとともに、ＰＦ

Ｉ事業者①が用いた維持管理・保全業務に関する業務実施要領、申送り事項その他の資料を提供する

ほか、引継ぎに必要な協力を行うものとする。  

３    ＰＦＩ事業者①は、契約期間満了以外の事由によりこの契約が終了した場合には、前２項の業務

をすべて終了した日から 10 日以内に業務報告書を市に提出し、市の確認を受けるものとする。  

４    契約終了時に 20 街区ＭＩＣＥ施設が要求水準書を満たしていないと認められるときは、ＰＦＩ事

業者①は、自らの責任及び費用において、要求水準書を満たす状態に修補し、市の確認を受けなけれ

ばならない。  

 

（市による任意解除等） 

第80条 市は、ＰＦＩ事業者①に対して、180 日以上前に通知することにより、この契約を解除すること

ができる。  

 

（市の債務不履行等による解除） 

第81条 ＰＦＩ事業者①は、市がこの契約上の重要な義務に違反し、かつ、ＰＦＩ事業者①による通知の

後 60 日以内に当該違反を是正しないとき、又は市の責めに帰すべき事由によりＰＦＩ事業者①がこの

契約を履行できずこの契約の目的を達することができないとき、この契約を解除することができる。  

 

（談合行為等に対する解除措置） 

第82条 市は、本事業の入札手続について落札者が次の各号所定のいずれかに該当した場合には、この契

約を解除することができる。 

（１） 構成員、協力会社若しくはその他企業、又はこれを構成事業者とする私的独占の禁止及び公正取

引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54 号。以下、「独占禁止法」という。）第２条第２項の事

業者団体（以下、「構成員等」という。）が、本事業の入札手続について同法第３条又は第８条第１

号の規定に違反したとして、同法第７条又は第８条の２の規定による排除措置命令（以下、「排除

措置命令」という。）が確定したとき。 
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（２） 本事業の入札手続について、構成員等に、同法第７条の２第１項（同第８条の３において準用す

る場合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下、「納付命令」という。）が確定したとき

（確定した納付命令が同法第 63 条第２項の規定により取り消されたときを含む。以下同じ）。 

（３） 前２号に掲げるもののほか、確定した排除措置命令又は納付命令により、構成員等に、本事業の

入札手続について同法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為があったとされたとき。 

（４） 確定した排除措置命令又は納付命令により、構成員等に、同法第３条又は第８条第１号の規定に

違反する行為があったとされた期間及び当該行為の対象となった取引分野が示された場合におい

て、当該期間に本事業の入札が行われたものであり、かつ、本事業の入札手続が当該取引分野に該

当するものであるとき。 

（５） 構成員、協力会社又はその他企業が、自ら又はその役員若しくは使用人その他の従業者につい

て、刑法（明治 40 年法律第 45 号）第 96 条の６又は独占禁止法第 89 条第１項若しくは第 95 条第

１項第１号に規定する刑が確定したとき。 

２    市は、ＰＦＩ事業者①が次の各号所定のいずれかに該当した場合には、相当の期間を定めて催告

のうえ、この契約を解除することができる。 

（１） ＰＦＩ事業者①が、横浜市暴力団排除条例（平成 23 年 12 月横浜市条例第 51 号）第２条第２号

に規定する暴力団、同条第４号に規定する暴力団員等、同条第 5 号に規定する暴力団経営支配法

人等又は同条例第７条に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者（法人その他

の団体にあっては、その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をい

う。）が暴力団員等と密接な関係を有すると認められるものをいう。）であることが判明したとき。 

（２） ＰＦＩ事業者①が、神奈川県暴力団排除条例（平成 22 年 12 月神奈川県条例第 75 号）第 23 条

第１項又は第２項に違反している事実がある者であることが判明したとき。 

３    市は、前２項の規定によりこの契約を解除したときは、ＰＦＩ事業者①が被った損害を賠償する

ことを要しないものとする。 

 

（ＰＦＩ事業者①の債務不履行等による解除） 

第83条 市は、契約期間中、次の各号のいずれかに該当するときは、ＰＦＩ事業者①に対して書面により

通知したうえで、この契約を解除又は業務の停止を命ずることができる。  

（１）  ＰＦＩ事業者①が、維持管理・保全業務の実施を放棄し、かつ、３日以上にわたりその状態が継

続したとき。  

（２）  ＰＦＩ事業者①が、破産、会社更生、民事再生、特別清算又はその他の倒産手続についてＰＦＩ

事業者①の取締役会でその申立てを決議したとき、又は第三者（ＰＦＩ事業者①の取締役を含む。）

によってその申立てがなされたとき。  

（３）  ＰＦＩ事業者①が、業務報告書に重大な虚偽記載を行ったとき。  

（４）  ＰＦＩ事業者①が、第 19 条第３項の規定により市と締結する基本計画協定に定める義務に違反

したとき。 

（５）  ＰＦＩ事業者①が、モニタリング計画に基づく市の改善要求に従わず、直ちに契約を解除しな

ければ市の行政運営に重大な支障が生じるおそれがあるとき。  

（６）  前各号に掲げるもののほか、ＰＦＩ事業者①がこの契約の債務を履行せず、市が相当な期間を
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定めて催告をしてもＰＦＩ事業者①が催告に係る債務の履行をしないとき。  

（７）  第１号から第６号までに掲げるもののほか、ＰＦＩ事業者①がこの契約に違反し、その違反に

よりこの契約の目的を達することができないと市が認めたとき。  

（８）  モニタリング計画により市がこの契約を解除できるとき。 

２    市は、20 街区ＭＩＣＥ施設の引渡し前において、次の各号のいずれかに該当するときは、ＰＦＩ

事業者①に対して書面により通知したうえで、この契約を解除又は業務の停止を命ずることができ

る。  

（１）  ＰＦＩ事業者①が、20 街区ＭＩＣＥ施設の設計業務又は建設業務に着手すべき期日を過ぎても

設計又は本件工事に着手せず、市が、ＰＦＩ事業者①に対し、相当の期間を定めて催告しても、当

該遅延がＰＦＩ事業者①の責めに帰すことができない事由により生じたものであることの合理的

な説明がないとき。  

（２）  ＰＦＩ事業者①の責めに帰すべき事由により、引渡予定日から 30 日が経過しても 20 街区ＭＩ

ＣＥ施設の引渡しが行われないとき、又は明らかに引渡しの見込みがないと市が認めたとき。  

 

（引渡し前の解除） 

第84条 市は、20 街区ＭＩＣＥ施設の引渡し前に第 80 条、第 81 条、第 91 条又は第 95 条の規定に基づ

きこの契約が解除されたときは、自己の責任及び費用により、20 街区ＭＩＣＥ施設の出来高部分（設

計図書の出来高部分を含む。以下同じ。）を検査のうえ、当該検査に合格した部分（以下、「合格部分」

という。）をＰＦＩ事業者①より買い受け、その引渡しを受けるものとする。この場合において、市は、

必要があると認めるときは、その理由をあらかじめＰＦＩ事業者①に通知のうえ、出来高部分を最小限

度破壊して検査することができる。  

２    第 80 条又は第 81 条の規定に基づきこの契約が解除された場合において、市が前項の規定により

合格部分の引渡しを受けたときは、市は、合格部分に相当するサービス対価及び第 86 条第５項の規

定による損害賠償額の総額を、ＰＦＩ事業者①の請求により支払うものとする。  

３    第 91 条又は第 95 条の規定によりこの契約が解除された場合において、市が第１項の規定により

合格部分の引渡しを受けたときは、市は、合格部分に相当するサービス対価及びＰＦＩ事業者①がこ

の契約による履行を終了させるために要する費用を、ＰＦＩ事業者①の請求により支払うものとす

る。 

４    20 街区ＭＩＣＥ施設の引渡し前に第 82 条第１項若しくは第２項又は第 83 条の規定に基づきこの

契約が解除された場合において、市が事業敷地の原状回復が社会通念上合理的であると判断した場

合を除き、ＰＦＩ事業者①は自己の責任及び費用において当該出来高部分の検査を受けるものとし、

市は合格部分をＰＦＩ事業者①より買い受け、その引渡しを受けるものとする。市が上記判断に基づ

き当該出来高部分を買い受けないときは、ＰＦＩ事業者①はその費用において速やかに事業敷地を

原状に回復して市に明け渡さなければならない。 

５    第 82 条第１項又は第２項の規定に基づきこの契約が解除された場合において、市が前項の規定に

より合格部分の引渡しを受けたときは、市は、合格部分に相当する対価をＰＦＩ事業者①の請求によ

り支払うものとする。  

６    第 83 条の規定に基づきこの契約が解除された場合において、市が第４項の規定により合格部分の
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引渡しを受けたときは、市は、合格部分に相当するサービス対価支払債務とＰＦＩ事業者①の第 86

条第２項第１号の規定による違約金支払債務とを対当額で相殺することができる。この場合におい

て、市は、相殺後に残額がある場合は、ＰＦＩ事業者①の請求により支払うものとする。  

 

（引渡し後の解除） 

第85条 20 街区ＭＩＣＥ施設の引渡し後にこの契約に基づきこの契約が解除されたときは、この契約は

将来に向かって効力を失うものとし、市は、第 53 条の規定に基づき、20 街区ＭＩＣＥ施設の所有権を

保持するものとする。市は、設計・建設の対価で未払いのものがあるときは、解除前の支払スケジュー

ルに従ってこれを支払うものとする。  

２    市は、この契約が解除された日から 10日以内に 20街区ＭＩＣＥ施設の現況を検査するものとし、

当該検査により、20 街区ＭＩＣＥ施設にＰＦＩ事業者①の責めに帰すべき事由による損傷等が認め

られるときは、ＰＦＩ事業者①に対してその修補を求めることができる。この場合において、ＰＦＩ

事業者①は、必要な修補を実施した後、速やかにその旨を市に通知しなければならない。市は、当該

通知の受領後 10 日以内に当該修補の完了の検査を行わなければならない。  

３    ＰＦＩ事業者①は、前項の手続の終了後速やかに維持管理・保全業務を市又は市が指定する者に

引き継ぐものとする。  

４    市は、第 80 条又は第 81 条の規定に基づきこの契約が解除された場合において、第３項の規定に

より市又は市が指定する者が維持管理・保全業務の引継ぎを受け、維持管理の対価として未払いの部

分があるときは、これをＰＦＩ事業者①に支払うものとする。また、第 86 条第５項の規定により損

害額の総額をＰＦＩ事業者①に対し支払うものとする。  

５    市は、第 82 条第１項若しくは第２項又は第 83 条第１項の規定に基づきこの契約が解除された場

合において、第３項の規定により市又は市が指定する者が維持管理・保全業務の引継ぎを受け、維持

管理の対価として未払いの部分があるときは、これをＰＦＩ事業者①に対し支払うものとする。  

６    市は、第 91 条又は第 95 条の規定に基づきこの契約が解除された場合において、第３項の規定に

より市又は市が指定する者が維持管理・保全業務の引継ぎを受け、維持管理の対価として未払いの部

分があるときは、これをＰＦＩ事業者①に対し支払うものとする。また、市は、ＰＦＩ事業者①が維

持管理・保全業務を終了させるために要する費用をＰＦＩ事業者①の請求によりＰＦＩ事業者①に

支払うものとする。  

  

（違約金等） 

第86条 第 82条第１項又は第２項の規定に該当するときは、この契約が解除されるか否かにかかわらず、

市は、本事業に係る落札金額の 100 分の 10 に相当する金額を上限とする違約金をＰＦＩ事業者①に請

求するものとし、ＰＦＩ事業者①は速やかにこれを支払わなければならない。また、第 84 条又は第 85

条に基づく既履行部分の清算を除き、市及びＰＦＩ事業者①は、契約解除に関し損害賠償等の請求は行

わないものとする。  

２    ＰＦＩ事業者①は、第 83 条の規定に基づきこの契約が解除されたときは、次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に掲げる額を違約金として市が指定する期限までに、市に支払わなければならな

い。  
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（１）20 街区ＭＩＣＥ施設の引渡し前に解除された場合 

       設計・建設の対価の総額（ただし、消費税を含み支払利息相当額を除く。）の 100 分の 10 に相

当する額 

（２）20 街区ＭＩＣＥ施設の引渡し後に解除された場合 

       当該解除された日が属する事業年度に支払われるべき維持管理の対価（消費税を含む。第 74 条

の規定によりサービス対価が改定された場合には、改定後の金額とする。）の総額の 100 分の 10

に相当する額  

３    前項第１号に掲げる場合において、市は、受領した履行保証保険契約の保険金をもって違約金に

充当することができる。充当後、なお不足があるときは、ＰＦＩ事業者①は速やかに不足する金額を

市に支払わなければならない。  

４    ＰＦＩ事業者①は、第２項の場合において解除により市が被った損害額が違約金の額を上回ると

きは、その差額を市の請求に基づき、支払わなければならない。  

５    ＰＦＩ事業者①は、第 80 条又は第 81 条の規定に基づきこの契約が解除されたときは、市に対し

て、当該解除により被った損害の賠償を請求することができる。  

  

（保全義務） 

第87条 ＰＦＩ事業者①は、契約解除の通知の日から第 84 条第１項若しくは第４項の規定による合格部

分の引渡し又は第 85 条第３項の規定による維持管理・保全業務の引継ぎの完了の時まで、20 街区ＭＩ

ＣＥ施設の出来高部分又は 20 街区ＭＩＣＥ施設について、自らの負担で必要最小限の維持保全に努め

なければならない。  

  

（関係書類の引渡し等） 

第88条 ＰＦＩ事業者①は、第 84 条第１項若しくは第４項の規定による合格部分の引渡し、又は第 85 条

第３項の規定による維持管理・保全業務の引継ぎの完了と同時に、設計図書、完工図書（この契約が 20

街区ＭＩＣＥ施設の引渡し前に解除された場合にあっては、図面等は、ＰＦＩ事業者①が既に作成を完

了しているものに限る。）及び本業務に必要な一切の書類を市に引き渡さなければならない。  

２    市は、前項の規定により引渡しを受けた書類について、20 街区ＭＩＣＥ施設の設計、建設、運営

及び維持管理のために無償で使用（複製、頒布、改変及び翻案を含む。次項において同じ。）するこ

とができる。  

３    前項の場合において、ＰＦＩ事業者①は、市による書類の使用が第三者の著作権及び著作者人格

権を侵害しないよう必要な措置を講じなければならない。  

 

 

第８章 法令変更  

（通知等） 

第89条 ＰＦＩ事業者①は、この契約の締結後に法令変更が行われたことにより、次の各号のいずれかに

該当するときは、直ちにその内容の詳細を記載した書面をもって市に通知するものとする。  
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（１）  20 街区ＭＩＣＥ施設を、提案書又は設計図書に従い整備することができなくなったとき。  

（２）  この契約又は要求水準書で提示された条件に従って、維持管理・保全業務を実施することがで

きなくなったとき。  

（３）  この契約の履行のために追加的な費用が必要であると判断したとき。  

（４）  この契約の履行のための費用の減少が可能と判断したとき。 

（５）  要求水準書に記載された業務の一部が不要となることが判明したとき。 

２    市及びＰＦＩ事業者①は、前項の通知がなされた時以降において、この契約に基づく自己の義務

が法令等に違反することとなったときは、履行期日における当該自己の義務が法令等に違反する限

りにおいてその履行義務を免れるものとする。この場合において、市又はＰＦＩ事業者①は、相手方

に発生する損害を最小限にするよう努めなければならない。  

  

（協議等） 

第90条 市及びＰＦＩ事業者①は、市がＰＦＩ事業者①から前条第１項の通知を受領したときは、この契

約に別段の定めがある場合を除き、法令変更に対応するため、速やかにこの契約、要求水準書、設計図

書及び業務計画書の変更並びにサービス対価の改定等について必要な協議を行わなければならない。  

２    前項の規定にかかわらず、当該法令の公布の日から 120 日以内に市及びＰＦＩ事業者①が合意に

至らないときは、市は当該法令変更に対する合理的な範囲の対応方法をＰＦＩ事業者①に対して通

知し、ＰＦＩ事業者①はこれに従いこの契約の履行を継続するものとする。この場合において、ＰＦ

Ｉ事業者①に発生する追加費用の負担は、別紙９法令変更による追加的な費用の負担割合の定めに

よるものとし、費用の減少が生じるときは、サービス対価を減額するものとする。  

  

（法令変更による契約の終了） 

第91条 市は、この契約の締結後における法令変更により、ＰＦＩ事業①の継続が困難又はこの契約の履

行のために多大な費用を要すると判断したときは、ＰＦＩ事業者①と協議のうえ、この契約の全部又は

一部を解除することができる。  

 

 

第９章 不可抗力  

（通知等） 

第92条 ＰＦＩ事業者①は、この契約の締結後に不可抗力に該当する事由の発生により、次の各号のいず

れかに該当するときは、直ちにその内容の詳細を記載した書面をもって市に通知するものとする。  

（１）  20 街区ＭＩＣＥ施設を提案書又は設計図書に従い整備することができなくなったとき。  

（２）  この契約又は要求水準書で提示された条件に従って維持管理・保全業務を実施することができ

なくなったとき。  

（３）  この契約の履行のために追加的な費用が必要であると判断したとき。  

２    市及びＰＦＩ事業者①は、この契約に基づく自己の義務が不可抗力により履行不能となったとき

は、その旨を相手方に通知したうえで、当該不可抗力により影響を受ける範囲において、履行期日に



35 

おける当該義務の履行を免れるものとする。この場合において、市又はＰＦＩ事業者①は、相手方に

発生する損害を最小限にするよう努めなければならない。  

  

（協議等） 

第93条 市及びＰＦＩ事業者①は、市がＰＦＩ事業者①から前条第１項の通知を受領したときは、この契

約に別に定めがある場合を除き、当該不可抗力に対応するため、速やかにこの契約、要求水準書、設計

図書及び業務計画書の変更並びにサービス対価の改定等について、必要な協議を行わなければならな

い。  

２    前項の規定にかかわらず、当該不可抗力が生じた日から 60 日以内に市及びＰＦＩ事業者①が合意

に至らないときは、市は当該不可抗力に対する合理的な範囲の対応方法をＰＦＩ事業者①に対して

通知し、ＰＦＩ事業者①はこれに従いこの契約の履行を継続するものとする。この場合において、Ｐ

ＦＩ事業者①に発生する追加費用の負担は、別紙５不可抗力による損害及び追加的な費用の負担割

合の定めによるものとし、費用の減少が生じるときは、サービス対価を減額するものとする。  

 

（不可抗力への対応） 

第94条 ＰＦＩ事業者①は、不可抗力によりこの契約の一部若しくは全部が履行不能となったとき、又は

20 街区ＭＩＣＥ施設に重大な損害が発生したときは、当該不可抗力の影響を早期に除去すべく、適切

な範囲内で対応を行うものとする。  

  

（不可抗力による契約の終了） 

第95条 前３条の規定にかかわらず、市は、この契約の締結後に不可抗力に該当する事由の発生により、

ＰＦＩ事業①の継続が困難、又はこの契約の履行のために多大な費用を要すると判断したときは、ＰＦ

Ｉ事業者①と協議のうえ、この契約の全部又は一部を解除することができる。  

 

 

第１０章 雑則  

（公租公課の負担） 

第96条 この契約の履行に関連してＰＦＩ事業者①に生じる公租公課は、この契約に別に定めがある場

合を除き、すべてＰＦＩ事業者①の負担とする。ただし、この契約締結時に市及びＰＦＩ事業者①が予

測不可能であった新たな公租公課の負担がＰＦＩ事業者①に発生したときは、その負担について、ＰＦ

Ｉ事業者①は市と協議することができる。  

  

（協議） 

第97条 市及びＰＦＩ事業者①は、この契約において市及びＰＦＩ事業者①による協議が予定されてい

る事由が発生したときその他信義則上必要と認められるときは、速やかに協議の開催に応じなければ

ならない。  
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（財務書類の提出） 

第98条 ＰＦＩ事業者①は、会社法第 326 条第２項に従い、その定款に会計監査人及び監査役の設置に

係る規定を置き、この契約期間中これを維持しなければならない。  

２    ＰＦＩ事業者①は、この契約の終了にいたるまで、会計監査人及び監査役の監査を受け、株主総

会の承認を受けた計算書類（会社法第 435 条第２項に定める計算書類をいう。）及び株主総会に報告

された事業報告並びにこれらの附属明細書の写しを各事業年度終了後６月末日までに市に提出する

ものとする。  

３    市は、ＰＦＩ事業者①から提出された前項の財務書類を公開することができる。 

 

（秘密保持） 

第99条 市及びＰＦＩ事業者①は、この契約の履行に関して相手方より秘密情報として提供を受けた事

項の内容を、自己の役員、従業員、代理人及びコンサルタント、ＰＦＩ事業者①からこの契約に基づく

業務を受託し、若しくは請け負った者、金融機関等並びにＰＦＩ事業者①への出資者（以下、本条にお

いて「役員等」という。）以外の第三者に漏らし、又はこの契約の履行以外の目的に使用してはならず、

並びに役員等に守秘義務を遵守させるものとする。ただし、次の各号に定める場合はこの限りではな

い。 

（１） 当該情報の提供を受ける前に既に自ら保有していた場合 

（２） 本事業に関して知る前に公知であった場合 

（３） 本事業に関して知った後、自らの責めによらないで公知となった場合 

（４） 本事業に関して知った後、正当な権利を有する第三者から何らの秘密保持義務を課せられること

なしに取得した場合 

（５） 裁判所により開示が命じられた場合 

（６） ＰＦＩ事業者①が、本事業に関する資金調達を図るために、合理的に必要なものとして開示する

場合 

（７） 市が市の議会に開示する場合 

（８） 市が、横浜市の保有する情報の公開に関する条例（平成 12 年 2 月横浜市条例第 1 号）に基づき

開示する場合 

（９） その他、市又はＰＦＩ事業者①が法令等に基づき開示する場合 

  

（個人情報の保護） 

第100条 ＰＦＩ事業者①は、本業務の実施にあたり個人情報を取り扱う場合は、個人情報の保護に関する

法律（平成 15 年法律第 57 号）及び横浜市個人情報の保護に関する条例（平成 17 年 2 月横浜市条例第

６号）を遵守しなければならない。  

  

（情報公開） 

第101条 ＰＦＩ事業者①は、本業務に関し、横浜市の保有する情報の公開に関する条例に基づき、市が行

う情報公開に協力しなければならない。  
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（著作権等の帰属） 

第102条 市が、本事業の入札手続及びこの契約に基づきＰＦＩ事業者①に提供した情報、書類、図面等

（市が著作権を有しないものを除く。）の著作権等は、市に帰属するものとする。  

  

（著作権等の利用等） 

第103条 市は、成果物及び 20 街区ＭＩＣＥ施設について、市の裁量により利用する権利及び権限を有す

るものとし、その利用の権利及び権限は、この契約の終了後も存続するものとする。  

２    成果物及び 20 街区ＭＩＣＥ施設のうち、著作権法（昭和 45 年法律第 48 号）第２条第１項第１号

に規定する著作物に該当するものに係る、同法第２章及び第３章の規定による著作者の権利（次条に

おいて「著作者の権利」という。）の帰属は、同法に定めるところによる。  

３    ＰＦＩ事業者①は、市が成果物及び 20 街区ＭＩＣＥ施設を次に掲げるところにより利用すること

ができるようにしなければならず、自ら又は著作者をして、著作権法第 19 条第１項又は第 20 条第

１項に掲げる権利を行使し、又は行使させてはならない。  

（１）  著作者名を表示することなく成果物の全部若しくは一部又は 20 街区ＭＩＣＥ施設の内容を、自

ら公表し、若しくは広報に使用し、又は市が認めた公的機関をして公表させ、若しくは広報に使用

させること。  

（２）  成果物を他人に閲覧させ、複写させ、又は譲渡すること。  

（３）  20 街区ＭＩＣＥ施設の完成、増築、改築、修繕等のために必要な範囲で、市又は市が委託する

第三者をして、成果品について複製、頒布、展示、改変、翻案その他の修正をすること。  

（４）  20 街区ＭＩＣＥ施設を、写真、模型、絵画その他の方法により表現すること。  

（５）  20 街区ＭＩＣＥ施設を、増築、改築、修繕若しくは模様替えにより改変し、又は取り壊すこと。  

４    ＰＦＩ事業者①は、自ら又は著作者をして、次に掲げる行為をし、又はさせてはならない。ただ

し、あらかじめ市の承諾を得たときは、この限りでない。  

（１）  成果物及び 20 街区ＭＩＣＥ施設の内容を公表すること。  

（２）  20 街区ＭＩＣＥ施設にＰＦＩ事業者①の実名又は変名を表示すること。  

（３）  成果物を他人に閲覧させ、複写させ、又は譲渡すること。  

  

（著作権の譲渡等の禁止） 

第104条 ＰＦＩ事業者①は、自ら又は著作権者をして、成果物及び 20 街区ＭＩＣＥ施設に係る著作権を

第三者に譲渡し、若しくは継承し、又は譲渡させ、若しくは継承させてはならない。ただし、あらかじ

め市の承諾を得たときは、この限りではない。  

  

（著作権の侵害防止） 

第105条 ＰＦＩ事業者①は、成果物及び 20 街区ＭＩＣＥ施設が、第三者の有する著作権を侵害するもの

でないことを市に対して保証するものとする。  

２    ＰＦＩ事業者①は、成果物又は 20 街区ＭＩＣＥ施設が第三者の有する著作権を侵害した場合にお

いて、当該第三者に対して損害の賠償を行い、又は必要な措置を講じなければならないときは、自己

の責任及び費用において行うものとする。  
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（工業所有権） 

第106条 ＰＦＩ事業者①は、特許権等の工業所有権の対象となっている技術等を使用するときは、その使

用に関する一切の責任を負わなければならない。ただし、市が当該技術等の使用を指定し、かつ、ＰＦ

Ｉ事業者①が当該技術に係る工業所有権の存在を知らなかったときは、市は、ＰＦＩ事業者①がその使

用に関して要した費用（損害賠償に要する費用を含む。）を負担しなければならない。 

 

（株式等に関する制約） 

第107条 ＰＦＩ事業者①は、契約期間中においては、あらかじめ市の承諾を得ない限り、株式、新株予約

権及び新株予約権付社債（以下、次項において「株式等」という。）を発行し、ＰＦＩ事業者①の株式

を引き受ける権利を第三者に対して与え、ＰＦＩ事業者①の株式の譲渡その他の処分につき承諾し、又

は他の法人との合併、事業の譲渡、会社分割その他、ＰＦＩ事業者①の会社組織上の重要な変更をして

はならない。ただし、法令等に反しない範囲で、ＰＦＩ事業者①が金融機関等に対して担保権を設定す

る場合は、市は、合理的理由なく書面による承諾を留保、拒絶又は遅延してはならない。 

２    ＰＦＩ事業者①は、市の承諾を得て第三者に対して株式等を発行するとき、又は自己株式を取得

させるときは、当該第三者から別紙 10 誓約書の書式による誓約書を徴し、あらかじめその原本を市

に提出しなければならない。  

  

（ＰＦＩ事業者①の権利義務の処分） 

第108条 ＰＦＩ事業者①は、市に対して有する債権を第三者に譲渡し、又はこれに対して質権その他の担

保権を設定しようとするときは、あらかじめ市の承諾を得なければならない。  

２    ＰＦＩ事業者①は、この契約上の地位及びこの契約の履行に関して市との間で締結した契約に基

づく契約上の地位を第三者に譲渡し、又はこれに対して質権その他の担保権を設定しようとすると

きは、あらかじめ市の承諾を得なければならない。  

３   前２項の規定にかかわらず、法令等に反しない範囲で、ＰＦＩ事業者①が金融機関等に対して担保

権を設定する場合は、市は、合理的理由なく書面による承諾を留保、拒絶又は遅延してはならない。 

 

（ＰＦＩ事業者①の兼業禁止） 

第109条 ＰＦＩ事業者①は、本業務以外の業務を行ってはならない。ただし、あらかじめ市の承諾を得た

ときは、この限りではない。  

  

（準拠法及び管轄裁判所） 

第110条 この契約は、日本国の法令等に準拠するものとし、日本国の法令等に従って解釈されるものとす

る。 

２  この契約に関し、市とＰＦＩ事業者①の間に生じる一切の紛争は、横浜地方裁判所を第一審の専属

管轄裁判所とする。  
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（補則） 

第111条 この契約に定めのない事項について定める必要が生じたとき、又はこの契約の解釈に関して疑

義が生じたときは、その都度、市及びＰＦＩ事業者①が誠実に協議して、これを定めるものとする。  

２    市及びＰＦＩ事業者①は、この契約の解釈、運用等について、別途書面をもって合意することが

できる。  

  

（書面による通知等） 

第112条 この契約に定める請求、通知、報告、申出、承諾、指導、催告並びに契約終了及び解除の意思表

示は、相手方に対する書面をもって行われなければならない。なお、市及びＰＦＩ事業者①は、当該請

求等のあて先をそれぞれ相手方に対して別途通知するものとする。  

２    この契約の履行に関して市とＰＦＩ事業者①の間で用いる言語は、日本語とするものとする。  

３    この契約に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本円とするものとする。  

４    この契約の履行に関して市とＰＦＩ事業者①の間で用いる計算単位は、設計図書に特別の定めが

ある場合を除き、計量法（平成 4年法律第 51 号）に定めるところによるものとする。  

５    この契約における期間の定めについては、民法（明治 29 年法律第 89 号）及び商法（明治 32 年法

律第 48 号）の定めるところによるものとする。  

  

（仮契約） 

第113条 この契約は、仮契約とし、市及びＰＦＩ事業者①は、ＰＦＩ法第 12 条及び横浜市議会の議決に

付すべき契約に関する条例（昭和 39 年 3 月横浜市条例第 5号）の規定による市の議会の議決を得たと

きは、何らの手続を要せずに本契約となるものとする。  

２    市の議会の議決が得られなかった場合においても、ＰＦＩ事業者①は、市に対し、損害賠償の請

求その他一切の請求を行わないものとする。  

３    第２項の規定にかかわらず、この仮契約にかかる議案が市の議会で否決された場合におけるＰＦ

Ｉ事業者①の市に対する損害賠償の請求は妨げられないものとする。  

 

（直接協定） 

第114条 市は、金融機関等と協議を行い、次に掲げる事項を含む直接協定を締結することができるものと

し、ＰＦＩ事業者①は、市が直接協定を締結した場合、当該直接協定を締結した金融機関等から融資を

受けるものとする。 

（１） この契約に基づく、ＰＦＩ事業者①の権利又はＰＦＩ事業者①の発行する株式に対する金融機関

等による担保権設定についての市の承諾に関する事項 

（２） 金融機関等が、ＰＦＩ事業者①の融資について期限の利益を喪失させ、又は担保権を実行するに

際しての、金融機関等から市に対する通知及び金融機関等と市との協議に関する事項 

（３） 市が、この契約に関してＰＦＩ事業者①に損害賠償を請求し、又はこの契約を解除するに際して

の、市から金融機関等に対する通知及び市と金融機関等との協議に関する事項 

（４） 金融機関等が、自身の保有するＰＦＩ事業者①に対する債権回収・保全の状態及びＰＦＩ事業者

①の財務状況に関する市に対する報告に関する事項  
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別紙１  日程表  

（第 4条及び第 28 条第１項関係） 

  

 

  

基本設計図書の提出期限          平成 28 年６月 30 日を目途とする。  

実施設計図書の提出期限          平成 29 年３月 31 日を目途とする。  

建設工事着工予定日            平成 29 年８月１日  

引渡予定日                平成 32 年３月 31 日 

契約終了日（維持管理期間終了日）     平成 52 年３月 31 日  
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別紙２  事業敷地 

 

 

 

 

※上記の敷地図は、平成 27 年 6 月 29 日付提出した提案書における図面及び面積であり、地区施設（キ

ング軸）の正確な形状を示すデータがないこと、及び 20 街区と湾岸 2号線の受領敷地三斜データをＣＡ

Ｄ上で合成する際に誤差が生ずることから、一部想定した条件のもとに作成しているため、今後の地区施

設の位置確定、測量等により変更の可能性があります。 
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別紙３  基本計画協定の様式 

（第 19 条第３項関係） 

 

みなとみらい２１中央地区 20 街区ＭＩＣＥ施設整備事業基本計画協定書 

 

 

横浜市（以下、「市」という。）、〔ＰＦＩ事業者①の名称〕（以下、「ＰＦＩ事業者①」という。）及び

〔民間収益事業者の名称〕（以下、「民間収益事業者」という。）は、みなとみらい２１中央地区 20 街区

ＭＩＣＥ施設整備事業（以下、「本事業」という。）に関して基本的事項を定めるため、次のとおりみな

とみらい２１中央地区 20 街区ＭＩＣＥ施設整備事業基本計画協定（以下、「本基本計画協定」とい

う。）を締結する。なお、本基本計画協定において用いられる用語の定義は、本文中において明示され

ているものを除き、市とＰＦＩ事業者①との間で[平成●年●月●日]付けで締結された事業契約（以

下、「事業契約」という。）における定義と同一とする。 

 

（信義誠実の義務） 

第１条 市、ＰＦＩ事業者①及び民間収益事業者は、信義を重んじ、誠実に本基本計画協定を履行しな

ければならない。 

２ ＰＦＩ事業者①及び民間収益事業者は、やむを得ない事情により、役割を変更しようとするとき

は、あらかじめ市と協議し、書面による市の承諾を得なければならない。なお、市はかかる承諾を不

合理に拒絶又は留保してはならない。 

 

（基本計画） 

第２条 市、ＰＦＩ事業者①及び民間収益事業者は、本基本計画協定に附属図書として添付する、みな

とみらい２１中央地区 20 街区開発計画基本計画書に定める事項を基本計画とすることを互いに確認

するものとする。 

２ 市、ＰＦＩ事業者①及び民間収益事業者は、基本計画の実現に向け、本事業の完遂を連携して行う

ものとする。 

３ 市は、市が進めるみなとみらい２１中央地区の街づくりを実現するために、基本計画を変更する必

要があると認めたときは、ＰＦＩ事業者①及び民間収益事業者と協議するものとし、ＰＦＩ事業者①

及び民間収益事業者は、これに誠実に対応しなければならない。 

４ ＰＦＩ事業者①及び民間収益事業者は、ＰＦＩ事業者①及び民間収益事業者のやむを得ない事情に

より基本計画を変更しようとするときは、あらかじめ市と協議し、書面による市の承諾を得なければ

ならない。なお、市はかかる承諾を不合理に拒絶又は留保してはならない。 

 

（遵守事項） 

第３条 ＰＦＩ事業者①及び民間収益事業者は、本事業の実施にあたっては、関連法令、みなとみらい

２１中央地区地区計画、みなとみらい２１街づくり基本協定及び関連細則等並びにみなとみらい２１

中央地区都市景観形成ガイドラインを遵守するものとする。 
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２ 市、ＰＦＩ事業者①及び民間収益事業者は、基本計画に定める事項を遵守するものとする。 

３ ＰＦＩ事業者①及び民間収益事業者は、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 6条第 1項に規

定する建築物の建築に関する確認の申請書を提出する際は、あらかじめ申請内容について市に書面で

届け出なければならない。 

４ ＰＦＩ事業者①及び民間収益事業者は、みなとみらい２１中央地区の賑わいづくりへの寄与等、同

地区の振興に努めなければならない。 

 

（有効期間） 

第４条 本基本計画協定の有効期間は、本基本計画協定が締結された日を始期とし、事業契約に定める

契約期間の終了日を終期とする。 

２ 前項の定めにかかわらず、事業契約又は市と民間収益事業者との間で締結された土地売買契約が解

除された場合には、当該解除日をもって本基本計画協定は終了するものとする。 

 

（疑義の決定） 

第５条 本基本計画協定に関し疑義のあるとき、又は本基本計画協定に定めのない事項については、

市、ＰＦＩ事業者①及び民間収益事業者が協議の上、定めるものとする。 

 

（裁判管轄） 

第６条 本基本計画協定に関する訴訟等の必要が生じたときは、市の所在地を管轄する裁判所を第一審

の専属管轄裁判所とする。 

 

 本基本計画協定の締結を証するため、本書３通を作成し、それぞれに市ＰＦＩ事業者①民間収益事業

者が記名押印して各自その１通を保有する。 

 

  平成    年    月    日  

 

市             [住所]  

横浜市  

横浜市長  ●  

 

ＰＦＩ事業者①  [住所]  

[ＰＦＩ事業者①]  

代表取締役    ●   

 

民間収益事業者  [住所]  

[民間収益事業者]  

代表取締役    ●    
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別紙４  ＰＦＩ事業者①等が加入する保険等 

（第 31 条第１項、第 72 条第１項関係） 

  

  事業契約第 31 条第１項及び第 72 条第１項に関して、ＰＦＩ事業者①の責任と費用負担により付す保

険及びその条件は以下のとおりとする。ただし、以下の条件は、充足すべき最少限度の条件であり、ＰＦ

Ｉ事業者①等の判断に基づき、更に担保範囲の広い保証内容とすることを妨げるものではない。  

  

  

第１．建設業務に係る保険  

  

１．建設工事保険  

（１）保険名称  

建設工事保険（類似の機能を有する共済等を含む。）  

（２）保険内容  

建設工事保険とは、整備対象施設の建設工事中に発生した工事目的物、仮工事及び工事用材料等の

物的損害を担保する（付帯設備工事、土木工事及び建設工事期間中の調達什器･備品も対象とする。）。  

（３）付保条件  

ア  担保範囲は、ＰＦＩ事業①の整備対象となるすべての工事を対象とする。  

イ  保険期間は、整備対象工事の着工日から本件引渡日までの全期間とする。  

ウ  保険契約者は、ＰＦＩ事業者①又は建設元請企業とする。  

エ  被保険者は、ＰＦＩ事業者①、建設元請企業とそのすべての下請負者（リース仮設材を使用する

場合は、リース業者を含む。）及び市を含むものとする。  

オ  保険金額は、整備対象施設の建設工事費総額（消費税を含む。）とする。  

カ  建設工事保険の自己負担額は 10 万円／１事故以下とする。  

キ  水災、雪災害危険担保とする。  

  

  

２．請負業者賠償責任保険  

（１）保険名称  

請負業者賠償責任保険（類似の機能を有する共済等を含む。）  

（２）保険内容  

請負業者賠償責任保険とは、整備対象施設の建設工事遂行に伴って派生した第三者（市及びその役

職員、来客、見学者、通行者、周辺住民を含む。）に対する対人・対物賠償損害を担保する。また、

建設工事保険の特約として損害賠償責任担保特約を付帯することでも差し支えない。  

（３）付保条件  

ア  担保範囲は、ＰＦＩ事業①の整備対象となっているすべての工事を対象とする。  

イ  保険期間は、整備対象工事の着工日から本件引渡日までの全期間とする。  

ウ  保険契約者は、ＰＦＩ事業者①又は建設元請企業とする。  
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エ  被保険者は、ＰＦＩ事業者①、建設元請企業とそのすべての下請負者（リース仮設材を使用する

場合はリース業者を含む。）及び市を含むものとする。  

オ  建設元請企業（下請負者を含む。）とその他の被保険者相互間の交叉責任担保条件とする。  

カ  工事期間中の管理下財物又は受託物（第三者の所有物）の賠償損害を担保する管理財物担保条

件とする。  

キ  保険金額は、対人１億円／１名、10 億円／１事故、対物 10 億円／１事故以上とする。  

ク  自己負担額は５万円／１事故以下とする。  

  

 ３．生産物賠償責任保険  

（１）保険名称  

生産物賠償責任保険（類似の機能を有する共済等を含む。）  

（２）保険内容  

生産物賠償責任保険とは、工事の完成引き渡し後、工事目的物の瑕疵、欠陥に起因して派生した第

三者（市及びその役職員、来客、見学者、通行者、周辺住民を含む。）に対する対人賠償損害（シッ

クハウス症候群を含む。）及び対物賠償損害を担保する。  

（３）付保条件  

ア  担保範囲は、ＰＦＩ事業①の整備対象となっているすべての施設を対象とする。  

イ  保険期間は、本件引渡日から２年間の瑕疵担保期間とする。  

ウ  保険契約者は、ＰＦＩ事業者①又は建設元請企業とする。  

エ  被保険者は、ＰＦＩ事業者①、建設元請企業及びそのすべての下請負者を含むものとする。  

オ  保険金額は、対人・対物共通で２億円／２年間（期間通算）以上とする。  

カ  自己負担額は５万円／１事故以下とする。  

 

第２．維持管理・保全業務に係る保険  

  

１．施設・昇降機賠償責任保険  

（１）保険名称  

施設・昇降機賠償責任保険（類似の機能を有する共済等を含む。）  

（２）保険内容  

維持管理・保全業務の対象施設の瑕疵又はその使用、昇降機の設置に関する瑕疵、維持管理・保全

業務遂行上の過誤、過失、欠陥等に起因して派生した第三者（市、ＰＦＩ事業者②及びその役職員、

来客、見学者、通行者、周辺住民等を含む。）に対する対人・対物賠償損害を担保する。  

（３）保険条件  

ア  担保範囲は、維持管理・保全業務の対象となっているすべての施設を対象とする。  

イ  保険期間は、本件引渡日からＰＦＩ事業①契約終了日までの全期間とする。なお、賠償責任保険

は、１年から３年程度の期間で更新を行うことでも差し支えない。 

ウ  保険契約者は、ＰＦＩ事業者①又は維持管理・保全企業及びＰＦＩ事業者①から維持管理・保全

業務の委託を受けた者とする。  
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エ  被保険者は、ＰＦＩ事業者①、維持管理・保全企業及びＰＦＩ事業者①から維持管理・保全業務

の委託を受けた者（そのすべての下請負者を含む。）並びに市とする。  

オ  維持管理・保全企業（下請負者を含む。）とその他の被保険者相互間の交叉責任担保とする。  

カ  保険金額は、対人１億円／１名、10 億円／１事故、対物 10 億円／１事故以上とする。  

キ  自己負担額は５万円／１事故以下とする。  

  

２．請負業者賠償責任保険  

  

（１）保険名称  

請負業者賠償責任保険（類似の機能を有する共済等を含む。）  

（２）保険内容  

維持管理・保全業務の受託対象施設の維持管理・保全業務の過誤、過失又は欠陥に起因して派生し

た第三者賠償損害（対象施設建物自体、什器備品等の管理財物等に対するＰＦＩ事業者①及び維持管

理・保全企業が負うべき対人・対物賠償損害を含む。）を担保する。なお、対象業務ごとにビルメン

テナンス業者賠償責任保険、警備業者倍賞責任保険等により上記請負業者賠償責任保険に代えるこ

とは差し支えない。  

また、本請負業者賠償責任保険と前記「１．」の「施設・昇降機賠償責任保険」と合体し、共通保

険金額とする総合賠償責任保険とすることも差し支えない。  

（３）保険条件  

ア  担保範囲は、ＰＦＩ事業①の維持管理・保全業務すべてを対象とする。  

イ  保険期間は本件引渡日から事業契約の終了日までの全期間とする。なお、賠償責任保険は、１年

から３年程度の期間で更新を行うことでも差し支えない。  

ウ  保険契約者は、ＰＦＩ事業者①又は維持管理・保全企業及びＰＦＩ事業者①から維持管理・保全

業務の委託を受けた者とする。  

エ  被保険者は、ＰＦＩ事業者①、維持管理・保全企業及びＰＦＩ事業者①から維持管理・保全業務

の委託を受けた者並びにそのすべての下請負者を含むものとする。  

オ  維持管理・保全企業（下請負者を含む。）とその他の被保険者相互間の交叉責任担保とする。  

カ  維持管理・保全業務の対象となる施設自体（建物本体）、設備･装置、什器備品、受託物その他Ｐ

ＦＩ事業者①の管理下にある第三者所有財産に対する賠償損害を担保する管理財物（又は受託物）

賠償損害担保条件とする。  

キ  保険金額は、対人１億円／１名、５億円／１事故、対物 10 億円／１事故以上とする。  

ク  自己負担額は５万円／１事故以下とする。  
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別紙５  不可抗力による損害及び追加的な費用の負担割合  

（第 49 条第１項、第 50 条第３項、第 52 条第３項及び第 93 条第２項関係） 

  

  

１  設計・建設期間  

  設計・建設期間中に不可抗力に該当する事由が生じ、引渡前の 20 街区ＭＩＣＥ施設に関し損害（た

だし実損に限る。）が生じ又は契約履行のための追加的な費用が発生したときは、当該損害及び追加的

な費用の額（合理的な範囲に限り、また当該不可抗力に該当する事由により支払われる保険金（別紙４

の「第１.建設業務に係る保険」に規定するものに限る。）、補償金等を控除する。）が設計・建設期間中

に累計で設計・建設の対価（ただし消費税を含み支払利息相当額を除く。）に相当する額の合計額の 100

分の１に至るまではＰＦＩ事業者①が負担するものとし、これを超える額については市が負担する。  

  

２  維持管理期間  

   維持管理期間中に不可抗力に該当する事由が生じ、ＰＦＩ事業者①の維持管理・保全業務の実施のた

めの追加的な費用が生じたときは、当該追加的な費用の額（合理的な範囲に限り、また当該不可抗力に

該当する事由により支払われる保険金（別紙４の「第２．維持管理・保全業務に係る保険」に規定する

ものに限る。）、補償金等を控除する。）が１事業年度につき累計で１年間の維持管理の対価（ただし、

第 74 条の規定による変更を考慮し、かつ第 76 条第１項の規定による減額を考慮しない金額とする。）

の 100 分の１に至るまではＰＦＩ事業者①が負担するものとし、これを超える額については市が負担

する。  
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別紙６  保証書の様式  

（第 54 条第５項関係） 

  

横浜市  

横浜市長              様  

  

  

保  証  書 

  

  建設元請企業（以下、「保証人」という。）は、ＰＦＩ事業①に関連して、[SPC]（以下、「ＰＦＩ事業者

①」という。）が、横浜市（以下、「市」という。）との間で平成    年    月    日付けで締結した事業

契約（以下、「事業契約」という。）に基づいて、ＰＦＩ事業者①が市に対して負担する本保証書第１条に

定める債務をＰＦＩ事業者①と連帯して保証する（以下、「本保証」という。）。なお、本保証書において

用いられる用語は、特に定義された場合を除き、事業契約において定められたものと同様の意味を有する

ものとする。  

  

（保証）  

第１条  保証人は、事業契約第 54 条第１項に基づくＰＦＩ事業者①の市に対する債務（以下、「主債務」

という。）を保証する。  

  

（通知義務）  

第２条  市は、工期の変更、延長、工事の中止その他事業契約又は主債務の内容に変更が生じたことを

知ったときは、遅滞なく当該事項を保証人に対して通知しなければならない。本保証の内容は、市によ

る通知の内容に従って、当然に変更されるものとする。  

  

（履行の請求）  

第３条  市は、保証債務の履行を請求しようとするときは、保証人に対して、市が別途定める様式によ

る保証債務履行請求書を送付しなければならない。  

２  保証人は、前項に規定する保証債務履行請求書を受領した日から 30 日以内に、当該請求に係る保証

債務の履行を開始しなければならない。  

３  市及び保証人は、前項の規定による保証債務の履行期限を、別途協議のうえ、決定するものとする。  

４  前項の規定にかかわらず、保証人は、主債務が金銭の支払いを内容とする債務である保証債務の履

行については、当該保証債務履行請求書を受領した日から 30 日以内に、当該請求に係る保証債務の履

行を完了しなければならない。  

 

（求償権の行使）  

第４条  保証人は、事業契約に基づくＰＦＩ事業者①の債務がすべて履行されるまで、保証人が本保証

に基づく保証債務を履行したことにより、代位によって取得した権利を行使することができない。  
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（終了及び解約）  

第５条  保証人は、本保証を解約することができない。  

２  本保証は、主債務が終了又は消滅した場合、終了するものとする。  

  

（管轄裁判所）  

第６条  本保証に関する訴訟、和解及び調停に関しては、横浜地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所と

する。  

  

（準拠法）  

第７条  本保証は、日本法に準拠するものとし、これによって解釈するものとする。  

  

  

  以上の証として本保証書を２部作成し、保証人はこれに記名押印のうえ、１部を市に差し入れ、１部を

自ら保有する。  

  

平成    年    月    日  

  

  

保証人  
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別紙７  サービス対価の金額と支払スケジュール及び支払手続 

（第 73 条第１項関係） 

 

１  サービス対価の支払い  

市は、事業契約に定めるところにより、事業期間終了までの間、ＰＦＩ事業者①に対し、ＰＦＩ事業

①のサービス対価として設計・建設の対価と維持管理の対価を支払う。  

 

(1) サービス対価の構成  

サービス対価は、ＰＦＩ事業①の設計・建設の対価と維持管理の対価から構成される。  

支払い項目 対象施設 サービス対価の算定対象 

■設計・建設の対価 

・建設一時金 

（サービス対価Ａ－１） 

周辺基盤施設① 

周辺基盤施設② 

キング軸（構造躯体

を除く表面の舗装、

緑化等） 

①建設業務に係る費用に相当する金額のうち、建設

期間中合計で上限を８億円とし、かつ、対象施設

（周辺基盤施設等）の出来高として市が確認した

額を上限とする金額 

②上記①に対する消費税 

・割賦支払施設整備費 

（サービス対価Ａ－２） 

２０街区ＭＩＣＥ施

設 

①設計業務に係る費用に相当する金額 

②工事監理業務に係る費用に相当する金額 

③建設業務に係る費用に相当する金額のうち、建設

一時金（サービス対価Ａ－１）の算定対象①を除い

た金額 

④統括管理業務のうち設計・建設期間に係る金額 

⑤ＳＰＣ運営費のうち設計・建設期間に係る金額 

⑥設計・建設期間に必要なその他の金額（建中金利含

む。） 

⑦上記①②③④⑤⑥を元本とする割賦金利 

⑧上記①②③④⑤⑥に対する消費税 

■維持管理の対価 

・修繕業務以外の維持管理・

保全業務に係る対価 

（サービス対価Ｂ－１） 

２０街区ＭＩＣＥ施

設 

①維持管理・保全業務に係る金額のうち修繕業務を

除く業務に係る金額 

②統括管理業務のうち維持管理期間に係る金額 

③ＳＰＣ運営費のうち維持管理期間に係る金額 

④上記①②③に対する消費税 

・修繕業務に係る対価 

（サービス対価Ｂ－２） 

２０街区ＭＩＣＥ施

設 

①修繕業務に係る金額 

②上記①に対する消費税 
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(2) サービスの対価の支払方法  

ア  建設一時金（サービス対価Ａ－１） 

(ｱ) 各年度のサービス対価Ａ－１の算定方法 

平成 29 年度、平成 30 年度、平成 31 年度の建設一時金（サービス対価Ａ－１）の算定方法は、

以下のとおりとする。 

対象年度 請求予定年月 サービス対価Ａ－１ 

平成 29 年度 平成 30 年 4 月 平成 29 年度分の対象施設の出来高相当（建設期間中合計

で 8億円を上限とする） 

＋出来高に対する消費税 

平成 30 年度 平成 31 年 4 月 平成 30 年度分の対象施設の出来高相当（建設期間中合計で

8億円を上限とする） 

＋出来高に対する消費税 

平成 31 年度 〔平成 32 年 4

月〕 

（引渡予定日の属

する月の翌月） 

平成 31 年度分の対象施設の出来高相当（建設期間中合計

で 8億円を上限とする） 

＋出来高に対する消費税 

 

(ｲ) サービス対価Ａ－１の計画予算 

各年度のサービス対価Ａ－１に係る計画予算は、以下のとおりとする。〔提案書の内容を踏まえ

て記載する。〕 

回 支払対象期間 
支払時期 

サービス対価Ａ－１ 消費税 計 
(請求年月日) 

１ 
平成 29 年 4月 1日～平成 30 年 3月 31

日 

平成 30 年 4月 
0 円 0円 0 円

２ 平成 30 年 4月 1日～平成 31 年 3月 31

日 

平成 31 年 4月 
0 円 0円 0 円

３ 平成 31 年 4月 1日～平成 32 年 3月 31

日 

平成 32年 4月 
330,000,000 円 26,400,000 円 356,400,000 円

合計 330,000,000 円 26,400,000 円 356,400,000 円

 

(ｳ) 支払方法  

市は、年度協定に定める支払手続に従い、前項の計画予算の範囲内で、ＰＦＩ事業者①に対し、

サービス対価Ａ－１を支払う。 
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イ  割賦支払施設整備費（サービス対価Ａ－２） 

(ｱ) 支払方法  

市は、ＰＦＩ事業者①から 20 街区ＭＩＣＥ施設の引渡しを受けた後、ＰＦＩ事業者①に対し、

サービス対価Ａ－２を元利均等払いにより支払う。 

 

(ｲ) 支払時期 

市は、ＰＦＩ事業者①に対し、サービス対価Ａ－２を四半期毎に年４回（４月請求分、７月請求

分、10 月請求分、１月請求分）、計 80 回に渡って支払う。ただし、本件引渡日が前請求月を超え

て早まる場合は、第 1回支払を前倒しし、その分合計の支払い回数を増やすものとする。 

 

(ｳ)支払手続 

①本件引渡日が平成 32 年 1 月 1日以降の場合 

ＰＦＩ事業者①は、本件引渡日以降において、毎年４月１日以降、７月１日以降、10 月１日以

降及び翌年１月１日以降に、市に対して速やかにサービス対価Ａ－２に係る請求書を提出する。た

だし、初回の請求書については平成 32 年 7 月 1日以降に提出すること。 

市は、ＰＦＩ事業者①から請求書を受領した日から 30 日以内にサービス対価Ａ－２を支払う。 

    

請求予定年月 サービス対価Ａ－２の算定方法 

平成 32 年７月 〔元本〕に対する本件引渡日から平成 32 年３月 31 日までの金利 

＋〔元本の 80 分の 40 の金額〕を 10 年間全 40 回で元利均等返済する額

＋〔元本の 80 分の 40 の金額〕に対する金利 

＋〔各回支払額に含まれる元本相当額〕に対する消費税 

平成 32 年 10 月 

～平成 42 年４月 

〔元本の 80 分の 40 の金額〕を 10 年間全 40 回で元利均等返済する額 

＋〔元本の 80 分の 40 の金額〕に対する金利 

＋〔各回支払額に含まれる元本相当額〕に対する消費税 

平成 42 年７月 

～平成 52 年４月 

〔元本の 80 分の 40 の金額〕を 10 年間全 40 回で元利均等返済する額 

＋〔各回支払額に含まれる元本相当額〕に対する消費税 
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②本件引渡日が平成 32 年１月１日以前の場合 

本件引渡日が平成 32 年１月１日以前の場合、各請求予定年月におけるサービス対価Ａ－２の算

定方法は、以下のとおりとする。 

ＰＦＩ事業者①は、本件引渡日以降において、毎年４月１日以降、７月１日以降、10 月１日以

降及び翌年１月１日以降に、市に対して速やかにサービス対価Ａ－２に係る請求書を提出する。た

だし、初回の請求書については本件引渡日以降で最も近い請求日（４月１日、７月１日、10 月１

日、１月１日のいずれか）以降に提出すること。市は、ＰＦＩ事業者①から請求書を受領した日か

ら 30 日以内にサービス対価Ａ－２を支払う。 

請求予定年月 サービス対価Ａ－２の算定方法 

平成 32 年４月 〔元本〕に対する本件引渡日から平成 31 年 12 月 31 日までの金利 

＋〔元本の 81 分の 41 の金額〕を全 41 回で元利均等返済する額 

＋〔元本の 81 分の 40 の金額〕に対する金利 

＋〔各回支払額に含まれる元本相当額〕に対する消費税 

平成 32 年７月 

～平成 42 年４月 

〔元本の 81 分の 41 の金額〕を全 41 回で元利均等返済する額 

＋〔元本の 81 分の 40 の金額〕に対する金利 

＋〔各回支払額に含まれる元本相当額〕に対する消費税 

① ② 

②に対する消費税 

②を 10 年間全 40 回で 
元利均等返済する額 

図：サービス対価Ａ－２の支払いイメージ
（本件引渡日が平成 32 年 1 月 1日以降の場合) 

H32.7 
第 1 回

H32.10～H42.4 
第 2 回～第 40 回 

凡例 
 

①：〔元本の８０分の４０の金額〕 
②：〔元本の８０分の４０の金額〕 

(①＋②)に対する 
本件引渡日から平成 32年 3 月 31 日までの金利 

H42.7～H52.4 
第 41 回～第 80 回 

①を 10 年間全 40 回で 
元利均等返済する額 

②に対する金利 

②に対する金利 

①に対する金利 

本件引渡日 

①に対する消費税 

H32.4 H32.1 
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平成 42 年７月 

～平成 52 年４月 

〔元本の 81 分の 40 の金額〕を 10 年間全 40 回で元利均等返済する額 

＋〔各回支払額に含まれる元本相当額〕に対する消費税 

 

 

※さらに本件引渡日が前請求月を超えて早まる場合には、第 1 回支払を前倒し、その分合計の支払

い回数を増やすものとする。 

 

(ｴ)割賦金利の構成  

市が、ＰＦＩ事業者①に対して支払う際の割賦金利は、基準金利とＰＦＩ事業者①の提案したス

プレッドの合計による金利とする。 

この基準金利は午前 10 時現在の東京スワップレファレンスレート（ＴＳＲ）として

Telerate17143 ページに掲示されている６か月 LIBOR ベース 10 年物（円／円）金利スワップレー

トとする。 

 

ウ  修繕業務以外の維持管理・保全業務に係る対価（サービス対価Ｂ－１） 

(ｱ) 支払方法  

市は、ＰＦＩ事業者①の実施する業務についてモニタリングを行い、業務要求水準が満たされて

いることを確認した上で、ＰＦＩ事業者①に対し、サービス対価Ｂ－１を支払う。  

① ② 

②に対する消費税 

②を 10 年間全 40 回で 
元利均等返済する額 

図：サービス対価Ａ－２の支払いイメージ
（本件引渡日が平成 32 年 1 月 1日以前の場合) 

H32.7～H42.4 
第 2 回～第 41 回 

凡例 
 

①：〔元本の８１分の４１の金額〕 
②：〔元本の８０分の４０の金額〕 

(①＋②)に対する 
本件引渡日から平成 31年 12 月 31 日までの金利 

H42.7～H52.4 
第 42 回～第 81 回 

①を 10 年 3ヶ月間全 41 回で
元利均等返済する額 

②に対する金利 
②に対する金利 

①に対する金利 

本件引渡日 

①に対する消費税 

H32.4 
第 1 回 

H32.1 
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(ｲ) 支払時期 

市は、ＰＦＩ事業者①に対し、サービス対価Ｂ－１を四半期毎に年４回（４月請求分、７月請求

分、10 月請求分、１月請求分）、計 80 回に渡って支払う。 

回数 対象期間 請求月 

第１回 平成 32 年４月～平成 32 年６月 平成 32 年７月 

第２回 平成 32 年７月～平成 32 年９月 平成 32 年 10 月 

第３回 平成 32 年 10 月～平成 32 年 12 月 平成 33 年１月 

第４回 平成 33 年１月～平成 33 年３月 平成 33 年４月 

第５回 平成 33 年４月～平成 33 年６月 平成 33 年７月 

第６回 平成 33 年７月～平成 33 年９月 平成 33 年 10 月 

（中略） ・・・ ・・・ 

第 79 回 平成 51 年 10 月～平成 51 年 12 月 平成 52 年１月 

第 80 回 平成 52 年１月～平成 52 年３月 平成 52 年４月 

 

(ｳ) 支払手続 

ＰＦＩ事業者①は、本件引渡日以降、毎月業務終了後、翌月の 10 日までに、市に対して業務報

告書（月次業務報告書）を提出する。 

市は、業務報告書（月次業務報告書）等によりモニタリングを行い、その結果を業務報告書（月

次業務報告書）受領後 10 日以内にＰＦＩ事業者①に対して通知する。ＰＦＩ事業者①は、市のモ

ニタリング結果に対して異議がある場合は、市に対して異議を述べることができる。 

市は、四半期の最後の業務報告書（月次業務報告書及び四半期業務報告書）等により、業務の完

了について確認し、その結果を受領した翌日から 10 日以内にＰＦＩ事業者①に通知する。対価の

減額等を行う場合は、減額後の支払額等を通知する。 

ＰＦＩ事業者①は、市の確認通知を受領した場合、市に対して速やかに対象となる四半期のサー

ビス対価Ｂ－１に係る請求書を提出する。 

市は、請求を受けた日から 30 日以内に、ＰＦＩ事業者①に対して、対象となる四半期のサービ

ス対価Ｂ－１を支払う。 

 

(ｴ) サービス対価Ｂ－１の算定方法  

平成 32 年度第１四半期から平成 52 年度第４四半期の各四半期を対象とするサービス対価Ｂ－

１は、ＰＦＩ事業者①により提案された各四半期に必要となる額を支払う。なお、各四半期のサー

ビス対価Ｂ－１は同額とする。 
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エ  修繕業務に係る対価（サービス対価Ｂ－２） 

(ｱ) 支払方法  

市は、ＰＦＩ事業者①の修繕業務の実施状況を定期的にモニタリングし、要求水準書等に定めら

れた業務要求水準が達成されていること、及びＰＦＩ事業者①が年度ごとに作成する年度修繕業

務計画に基づいて修繕又は更新が実施されていることを確認した上で、ＰＦＩ事業者①に対し、サ

ービス対価Ｂ－２を支払う。  

 

(ｲ) 支払時期 

市は、ＰＦＩ事業者①に対し、サービス対価Ｂ－２を四半期毎に年４回（４月請求分、７月請求

分、10 月請求分、１月請求分）、計 80 回に渡って支払う。 

 

(ｳ) 支払手続 

ＰＦＩ事業者①は、本件引渡日以降、毎月業務終了後、翌月の 10 日までに、市に対して業務報

告書（月次業務報告書）を提出する。 

市は、業務報告書（月次業務報告書）等によりモニタリングを行い、その結果を業務報告書（月

次業務報告書）受領後 10 日以内にＰＦＩ事業者①に対して通知する。ＰＦＩ事業者①は、市のモ

ニタリング結果に対して異議がある場合は、市に対して異議を述べることができる。 

市は、四半期の最後の業務報告書（月次業務報告書）及び業務報告書（四半期業務報告書）等に

より、業務の完了について確認し、その結果を受領した翌日から 10 日以内にＰＦＩ事業者①に通

知する。 

ＰＦＩ事業者①は、市の確認通知を受領した場合、市に対して速やかに対象となる四半期のサー

ビス対価Ｂ－２に係る請求書を提出する。 

市は、請求を受けた日から 30 日以内に、ＰＦＩ事業者①に対して、対象となる四半期のサービ

ス対価Ｂ－２を支払う。 

 

(ｴ) サービス対価Ｂ－２の算定方法  

各請求予定年月におけるサービス対価Ｂ－２の算定方法は、次のとおりとする。なお、毎年度の

支払額は均等とする（ただし、１円未満の端数は第４四半期で調整する。）。 

請求予定年月 サービス対価Ｂ－２の算定方法 

平成 32 年７月 

～平成 37 年４月 

本件引渡日から平成 37 年３月までに実施予定の修繕業務に係る費用を

20 回で除した金額 

平成 37 年７月 

～平成 42 年４月 

平成37年４月から平成42年３月までに実施予定の修繕業務に係る費用

を 20 回で除した金額 

平成 42 年７月 

～平成 47 年４月 

平成42年４月から平成47年３月までに実施予定の修繕業務に係る費用

を 20 回で除した金額 

平成 47 年７月 

～平成 52 年４月 

平成47年４月から平成52年３月までに実施予定の修繕業務に係る費用

を 20 回で除した金額 
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(3) サービスの対価の支払い、スケジュール及び消費税 

各年の各サービスの対価の支払金額及び支払いスケジュールは、以下のとおりとする。  

なお、設計・建設の対価及び維持管理の対価に対する消費税の税率は、消費税法（昭和 63 年法律第

108 号）及び地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）並びに関連する法令等に基づき適用される税率に、

それぞれよるものとし、変更分については市が負担するものとする。 

  

ア  設計・建設の対価  

 (ｱ) サービス対価Ａ－１の計画予算 

回 支払対象期間 
支払時期 

サービス対価Ａ－１ 消費税 計 
(請求年月日)

１ 
平成 29 年 4月 1日～平成 30 年 3月 31

日 

平成 30 年 4月

0円 0円 0 円

２ 平成 30 年 4月 1日～平成 31 年 3月 31

日 

平成 31 年 4月

0円 0円 0 円

３ 平成 31 年 4月 1日～平成 32 年 3月 31

日 

平成 32年 4月

330,000,000 円 26,400,000 円 356,400,000 円

合計 330,000,000 円 26,400,000 円 356,400,000 円

 

 (ｲ) サービス対価Ａ－２ 

回 支払対象期間 支払時期 サービス対価Ａ－２ 消費税 計 

(請求年月日) 割賦元本 割賦金利 計 

１ 平成 32 年 4月 1日～ 

平成 32 年 6月 30 日 

平成 32 年 7月 339,794,374 円 57,718,512 円 397,512,886 円 27,183,549 円 424,696,435 円

２ 平成 32 年 7月 1日～ 

平成 32 年 9月 30 日 

平成 32年 10月 340,487,554 円 57,025,332 円 397,512,886 円 27,239,004 円 424,751,890 円

３ 平成 32 年 10 月 1日～ 

平成 32 年 12 月 31 日 

平成 33年 1月 341,182,149 円 56,330,737 円 397,512,886 円 27,294,571 円 424,807,457 円

４ 平成 33 年 1月 1日～ 

平成 33 年 3月 31 日 

平成 33年 4月 341,878,160 円 55,634,726 円 397,512,886 円 27,350,252 円 424,863,138 円

５ 平成 33 年 4月 1日～ 

平成 33 年 6月 30 日 

平成 33年 7月 342,575,592 円 54,937,294 円 397,512,886 円 27,406,047 円 424,918,933 円

６ 平成 33 年 7月 1日～ 

平成 33 年 9月 30 日 

平成33年 10月 343,274,446 円 54,238,440 円 397,512,886 円 27,461,955 円 424,974,841 円

７ 平成 33 年 10 月 1日～ 

平成 33 年 12 月 31 日 

平成 34年 1月 343,974,726 円 53,538,160 円 397,512,886 円 27,517,978 円 425,030,864 円

８ 平成 34 年 1月 1日～ 

平成 34 年 3月 31 日 

平成 34年 4月 344,676,434 円 52,836,452 円 397,512,886 円 27,574,114 円 425,087,000 円

９ 平成 34 年 4月 1日～ 平成 34 年 7月 345,379,574 円 52,133,312 円 397,512,886 円 27,630,365 円 425,143,251 円



58 

平成 34年 6月 30 日 

10 平成 34 年 7月 1日～ 

平成 34 年 9月 30 日 

平成 34年 10月 346,084,149 円 51,428,737 円 397,512,886 円 27,686,731 円 425,199,617 円

11 平成 34 年 10 月 1日～ 

平成 34 年 12 月 31 日 

平成 35 年 1月 346,790,160 円 50,722,726 円 397,512,886 円 27,743,212 円 425,256,098 円

12 平成 35 年 1月 1日～ 

平成 35 年 3月 31 日 

平成 35 年 4月 347,497,612 円 50,015,274 円 397,512,886 円 27,799,808 円 425,312,694 円

13 平成 35 年 4月 1日～ 

平成 35 年 6月 30 日 

平成 35 年 7月 348,206,507 円 49,306,379 円 397,512,886 円 27,856,520 円 425,369,406 円

14 平成 35 年 7月 1日～ 

平成 35 年 9月 30 日 

平成 35年 10月 348,916,849 円 48,596,037 円 397,512,886 円 27,913,347 円 425,426,233 円

15 平成 35 年 10 月 1日～ 

平成 35 年 12 月 31 日 

平成 36 年 1月 349,628,639 円 47,884,247 円 397,512,886 円 27,970,291 円 425,483,177 円

16 平成 36 年 1月 1日～ 

平成 36 年 3月 31 日 

平成 36 年 4月 350,341,881 円 47,171,005 円 397,512,886 円 28,027,350 円 425,540,236 円

17 平成 36 年 4月 1日～ 

平成 36 年 6月 30 日 

平成 36 年 7月 351,056,579 円 46,456,307 円 397,512,886 円 28,084,526 円 425,597,412 円

18 平成 36 年 7月 1日～ 

平成 36 年 9月 30 日 

平成 36年 10月 351,772,734 円 45,740,152 円 397,512,886 円 28,141,818 円 425,654,704 円

19 平成 36 年 10 月 1日～ 

平成 36 年 12 月 31 日 

平成 37 年 1月 352,490,351 円 45,022,535 円 397,512,886 円 28,199,228 円 425,712,114 円

20 平成 37 年 1月 1日～ 

平成 37 年 3月 31 日 

平成 37 年 4月 353,209,431 円 44,303,455 円 397,512,886 円 28,256,754 円 425,769,640 円

21 平成 37 年 4月 1日～ 

平成 37 年 6月 30 日 

平成 37 年 7月 353,929,978 円 43,582,908 円 397,512,886 円 28,314,398 円 425,827,284 円

22 平成 37 年 7月 1日～ 

平成 37 年 9月 30 日 

平成 37年 10月 354,651,995 円 42,860,891 円 397,512,886 円 28,372,159 円 425,885,045 円

23 平成 37 年 10 月 1日～ 

平成 37 年 12 月 31 日 

平成 38 年 1月 355,375,485 円 42,137,401 円 397,512,886 円 28,430,038 円 425,942,924 円

24 平成 38 年 1月 1日～ 

平成 38 年 3月 31 日 

平成 38 年 4月 356,100,451 円 41,412,435 円 397,512,886 円 28,488,036 円 426,000,922 円

25 平成 38 年 4月 1日～ 

平成 38 年 6月 30 日 

平成 38 年 7月 356,826,896 円 40,685,990 円 397,512,886 円 28,546,151 円 426,059,037 円

26 平成 38 年 7月 1日～ 

平成 38 年 9月 30 日 

平成 38年 10月 357,554,823 円 39,958,063 円 397,512,886 円 28,604,385 円 426,117,271 円

27 平成 38 年 10 月 1日～ 

平成 38 年 12 月 31 日 

平成 39 年 1月 358,284,235 円 39,228,651 円 397,512,886 円 28,662,738 円 426,175,624 円

28 平成 39 年 1月 1日～ 平成 39 年 4月 359,015,135 円 38,497,751 円 397,512,886 円 28,721,210 円 426,234,096 円
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平成 39年 3月 31 日 

29 平成 39 年 4月 1日～ 

平成 39 年 6月 30 日 

平成 39 年 7月 359,747,526 円 37,765,360 円 397,512,886 円 28,779,802 円 426,292,688 円

30 平成 39 年 7月 1日～ 

平成 39 年 9月 30 日 

平成 39年 10月 360,481,411 円 37,031,475 円 397,512,886 円 28,838,512 円 426,351,398 円

31 平成 39 年 10 月 1日～ 

平成 39 年 12 月 31 日 

平成 40 年 1月 361,216,793 円 36,296,093 円 397,512,886 円 28,897,343 円 426,410,229 円

32 平成 40 年 1月 1日～ 

平成 40 年 3月 31 日 

平成 40 年 4月 361,953,675 円 35,559,211 円 397,512,886 円 28,956,294 円 426,469,180 円

33 平成 40 年 4月 1日～ 

平成 40 年 6月 30 日 

平成 40 年 7月 362,692,061 円 34,820,825 円 397,512,886 円 29,015,364 円 426,528,250 円

34 平成 40 年 7月 1日～ 

平成 40 年 9月 30 日 

平成 40年 10月 363,431,952 円 34,080,934 円 397,512,886 円 29,074,556 円 426,587,442 円

35 平成 40 年 10 月 1日～ 

平成 40 年 12 月 31 日 

平成 41 年 1月 364,173,354 円 33,339,532 円 397,512,886 円 29,133,868 円 426,646,754 円

36 平成 41 年 1月 1日～ 

平成 41 年 3月 31 日 

平成 41 年 4月 364,916,267 円 32,596,619 円 397,512,886 円 29,193,301 円 426,706,187 円

37 平成 41 年 4月 1日～ 

平成 41 年 6月 30 日 

平成 41 年 7月 365,660,696 円 31,852,190 円 397,512,886 円 29,252,855 円 426,765,741 円

38 平成 41 年 7月 1日～ 

平成 41 年 9月 30 日 

平成 41年 10月 366,406,644 円 31,106,242 円 397,512,886 円 29,312,531 円 426,825,417 円

39 平成 41 年 10 月 1日～ 

平成 41 年 12 月 31 日 

平成 42 年 1月 367,154,114 円 30,358,772 円 397,512,886 円 29,372,329 円 426,885,215 円

40 平成 42 年 1月 1日～ 

平成 42 年 3月 31 日 

平成 42 年 4月 367,903,108 円 29,609,778 円 397,512,886 円 29,432,248 円 426,945,134 円

41 平成 42 年 4月 1日～ 

平成 42 年 6月 30 日 

平成 42 年 7月 339,794,374 円 28,859,256 円 368,653,630 円 27,183,549 円 395,837,179 円

42 平成 42 年 7月 1日～ 

平成 42 年 9月 30 日 

平成 42年 10月 340,487,554 円 28,166,076 円 368,653,630 円 27,239,004 円 395,892,634 円

43 平成 42 年 10 月 1日～ 

平成 42 年 12 月 31 日 

平成 43 年 1月 341,182,149 円 27,471,481 円 368,653,630 円 27,294,571 円 395,948,201 円

44 平成 43 年 1月 1日～ 

平成 43 年 3月 31 日 

平成 43 年 4月 341,878,160 円 26,775,470 円 368,653,630 円 27,350,252 円 396,003,882 円

45 平成 43 年 4月 1日～ 

平成 43 年 6月 30 日 

平成 43 年 7月 342,575,592 円 26,078,038 円 368,653,630 円 27,406,047 円 396,059,677 円

46 平成 43 年 7月 1日～ 

平成 43 年 9月 30 日 

平成 43年 10月 343,274,446 円 25,379,184 円 368,653,630 円 27,461,955 円 396,115,585 円

47 平成 43 年 10 月 1日～ 平成 44 年 1月 343,974,726 円 24,678,904 円 368,653,630 円 27,517,978 円 396,171,608 円
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平成 43年 12 月 31 日 

48 平成 44 年 1月 1日～ 

平成 44 年 3月 31 日 

平成 44 年 4月 344,676,434 円 23,977,196 円 368,653,630 円 27,574,114 円 396,227,744 円

49 平成 44 年 4月 1日～ 

平成 44 年 6月 30 日 

平成 44 年 7月 345,379,574 円 23,274,056 円 368,653,630 円 27,630,365 円 396,283,995 円

50 平成 44 年 7月 1日～ 

平成 44 年 9月 30 日 

平成 44年 10月 346,084,149 円 22,569,481 円 368,653,630 円 27,686,731 円 396,340,361 円

51 平成 44 年 10 月 1日～ 

平成 44 年 12 月 31 日 

平成 45 年 1月 346,790,160 円 21,863,470 円 368,653,630 円 27,743,212 円 396,396,842 円

52 平成 45 年 1月 1日～ 

平成 45 年 3月 31 日 

平成 45 年 4月 347,497,612 円 21,156,018 円 368,653,630 円 27,799,808 円 396,453,438 円

53 

 

平成 45 年 4月 1日～ 

平成 45 年 6月 30 日 

平成 45 年 7月 348,206,507 円 20,447,123 円 368,653,630 円 27,856,520 円 396,510,150 円

54 平成 45 年 7月 1日～ 

平成 45 年 9月 30 日 

平成 45年 10月 348,916,849 円 19,736,781 円 368,653,630 円 27,913,347 円 396,566,977 円

55 平成 45 年 10 月 1日～ 

平成 45 年 12 月 31 日 

平成 46 年 1月 349,628,639 円 19,024,991 円 368,653,630 円 27,970,291 円 396,623,921 円

56 平成 46 年 1月 1日～ 

平成 46 年 3月 31 日 

平成 46 年 4月 350,341,881 円 18,311,749 円 368,653,630 円 28,027,350 円 396,680,980 円

57 平成 46 年 4月 1日～ 

平成 46 年 6月 30 日 

平成 46 年 7月 351,056,579 円 17,597,051 円 368,653,630 円 28,084,526 円 396,738,156 円

58 平成 46 年 7月 1日～ 

平成 46 年 9月 30 日 

平成 46年 10月 351,772,734 円 16,880,896 円 368,653,630 円 28,141,818 円 396,795,448 円

59 平成 46 年 10 月 1日～ 

平成 46 年 12 月 31 日 

平成 47 年 1月 352,490,351 円 16,163,279 円 368,653,630 円 28,199,228 円 396,852,858 円

60 平成 47 年 1月 1日～ 

平成 47 年 3月 31 日 

平成 47 年 4月 353,209,431 円 15,444,199 円 368,653,630 円 28,256,754 円 396,910,384 円

61 平成 47 年 4月 1日～ 

平成 47 年 6月 30 日 

平成 47 年 7月 353,929,978 円 14,723,652 円 368,653,630 円 28,314,398 円 396,968,028 円

62 平成 47 年 7月 1日～ 

平成 47 年 9月 30 日 

平成 47年 10月 354,651,995 円 14,001,635 円 368,653,630 円 28,372,159 円 397,025,789 円

63 平成 47 年 10 月 1日～ 

平成 47 年 12 月 31 日 

平成 48 年 1月 355,375,485 円 13,278,145 円 368,653,630 円 28,430,038 円 397,083,668 円

64 平成 48 年 1月 1日～ 

平成 48 年 3月 31 日 

平成 48 年 4月 356,100,451 円 12,553,179 円 368,653,630 円 28,488,036 円 397,141,666 円

65 平成 48 年 4月 1日～ 

平成 48 年 6月 30 日 

平成 48 年 7月 356,826,896 円 11,826,734 円 368,653,630 円 28,546,151 円 397,199,781 円

66 平成 48 年 7月 1日～ 平成48年 10月 357,554,823 円 11,098,807 円 368,653,630 円 28,604,385 円 397,258,015 円
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平成 48年 9月 30 日 

67 平成 48 年 10 月 1日～ 

平成 48 年 12 月 31 日 

平成 49 年 1月 358,284,235 円 10,369,395 円 368,653,630 円 28,662,738 円 397,316,368 円

68 平成 49 年 1月 1日～ 

平成 49 年 3月 31 日 

平成 49 年 4月 359,015,135 円 9,638,495 円 368,653,630 円 28,721,210 円 397,374,840 円

69 平成 49 年 4月 1日～ 

平成 49 年 6月 30 日 

平成 49 年 7月 359,747,526 円 8,906,104 円 368,653,630 円 28,779,802 円 397,433,432 円

70 平成 49 年 7月 1日～ 

平成 49 年 9月 30 日 

平成 49年 10月 360,481,411 円 8,172,219 円 368,653,630 円 28,838,512 円 397,492,142 円

71 平成 49 年 10 月 1日～ 

平成 49 年 12 月 31 日 

平成 50 年 1月 361,216,793 円 7,436,837 円 368,653,630 円 28,897,343 円 397,550,973 円

72 平成 50 年 1月 1日～ 

平成 50 年 3月 31 日 

平成 50 年 4月 361,953,675 円 6,699,955 円 368,653,630 円 28,956,294 円 397,609,924 円

73 平成 50 年 4月 1日～ 

平成 50 年 6月 30 日 

平成 50 年 7月 362,692,061 円 5,961,569 円 368,653,630 円 29,015,364 円 397,668,994 円

74 平成 50 年 7月 1日～ 

平成 50 年 9月 30 日 

平成 50年 10月 363,431,952 円 5,221,678 円 368,653,630 円 29,074,556 円 397,728,186 円

75 平成 50 年 10 月 1日～ 

平成 50 年 12 月 31 日 

平成 51 年 1月 364,173,354 円 4,480,276 円 368,653,630 円 29,133,868 円 397,787,498 円

76 平成 51 年 1月 1日～ 

平成 51 年 3月 31 日 

平成 51 年 4月 364,916,267 円 3,737,363 円 368,653,630 円 29,193,301 円 397,846,931 円

77 平成 51 年 4月 1日～ 

平成 51 年 6月 30 日 

平成 51 年 7月 365,660,696 円 2,992,934 円 368,653,630 円 29,252,855 円 397,906,485 円

78 平成 51 年 7月 1日～ 

平成 51 年 9月 30 日 

平成 51年 10月 366,406,644 円 2,246,986 円 368,653,630 円 29,312,531 円 397,966,161 円

79 平成 51 年 10 月 1日～ 

平成 51 年 12 月 31 日 

平成 52 年 1月 367,154,114 円 1,499,516 円 368,653,630 円 29,372,329 円 398,025,959 円

80 平成 52 年 1月 1日～ 

平成 52 年 3月 31 日 

平成 52 年 4月 367,903,108 円 750,522 円 368,653,630 円 29,432,248 円 398,085,878 円

合計 28,293,389,000

円

2,353,271,640

円

30,646,660,640

円 

2,263,471,076

円 

32,910,131,716

円

 

イ  維持管理の対価  

   (ｱ) サービス対価Ｂ－１ 

 

回 
支払対象期間 

支払時期 
サービス対価Ｂ－１ 消費税 計 

(請求年月日) 

１ 平成 32 年 4月 1日～平成 32 年 6月 30 日 平成 32 年 7月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

２ 平成 32 年 7月 1日～平成 32 年 9月 30 日 平成 32 年 10 月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円
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３ 平成 32 年 10 月 1日～平成 32 年 12 月 31

日 

平成 33年 1月 
30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

４ 平成 33 年 1月 1日～平成 33 年 3月 31 日 平成 33年 4月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

５ 平成 33 年 4月 1日～平成 33 年 6月 30 日 平成 33年 7月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

６ 平成 33 年 7月 1日～平成 33 年 9月 30 日 平成 33年 10 月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

７ 平成 33 年 10 月 1日～平成 33 年 12 月 31

日 

平成 34年 1月 
30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

８ 平成 34 年 1月 1日～平成 34 年 3月 31 日 平成 34年 4月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

９ 平成 34 年 4月 1日～平成 34 年 6月 30 日 平成 34年 7月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

10 平成 34 年 7月 1日～平成 34 年 9月 30 日 平成 34年 10 月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

11 平成 34 年 10 月 1日～平成 34 年 12 月 31

日 

平成 35年 1月 
30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

12 平成 35 年 1月 1日～平成 35 年 3月 31 日 平成 35年 4月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

13 平成 35 年 4月 1日～平成 35 年 6月 30 日 平成 35年 7月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

14 平成 35 年 7月 1日～平成 35 年 9月 30 日 平成 35年 10 月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

15 平成 35 年 10 月 1日～平成 35 年 12 月 31

日 

平成 36年 1月 
30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

16 平成 36 年 1月 1日～平成 36 年 3月 31 日 平成 36年 4月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

17 平成 36 年 4月 1日～平成 36 年 6月 30 日 平成 36年 7月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

18 平成 36 年 7月 1日～平成 36 年 9月 30 日 平成 36年 10 月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

19 平成 36 年 10 月 1日～平成 36 年 12 月 31

日 

平成 37年 1月 
30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

20 平成 37 年 1月 1日～平成 37 年 3月 31 日 平成 37年 4月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

21 平成 37 年 4月 1日～平成 37 年 6月 30 日 平成 37年 7月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

22 平成 37 年 7月 1日～平成 37 年 9月 30 日 平成 37年 10 月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

23 平成 37 年 10 月 1日～平成 37 年 12 月 31

日 

平成 38年 1月 
30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

24 平成 38 年 1月 1日～平成 38 年 3月 31 日 平成 38年 4月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

25 平成 38 年 4月 1日～平成 38 年 6月 30 日 平成 38年 7月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

26 平成 38 年 7月 1日～平成 38 年 9月 30 日 平成 38年 10 月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

27 平成 38 年 10 月 1日～平成 38 年 12 月 31

日 

平成 39年 1月 
30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

28 平成 39 年 1月 1日～平成 39 年 3月 31 日 平成 39年 4月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

29 平成 39 年 4月 1日～平成 39 年 6月 30 日 平成 39年 7月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

30 平成 39 年 7月 1日～平成 39 年 9月 30 日 平成 39年 10 月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

31 平成 39 年 10 月 1日～平成 39 年 12 月 31

日 

平成 40年 1月 
30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円
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32 平成 40 年 1月 1日～平成 40 年 3月 31 日 平成 40年 4月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

33 平成 40 年 4月 1日～平成 40 年 6月 30 日 平成 40年 7月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

34 平成 40 年 7月 1日～平成 40 年 9月 30 日 平成 40年 10 月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

35 平成 40 年 10 月 1日～平成 40 年 12 月 31

日 

平成 41年 1月 
30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

36 平成 41 年 1月 1日～平成 41 年 3月 31 日 平成 41年 4月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

37 平成 41 年 4月 1日～平成 41 年 6月 30 日 平成 41年 7月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

38 平成 41 年 7月 1日～平成 41 年 9月 30 日 平成 41年 10 月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

39 平成 41 年 10 月 1日～平成 41 年 12 月 31

日 

平成 42年 1月 
30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

40 平成 42 年 1月 1日～平成 42 年 3月 31 日 平成 42年 4月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

41 平成 42 年 4月 1日～平成 42 年 6月 30 日 平成 42年 7月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

42 平成 42 年 7月 1日～平成 42 年 9月 30 日 平成 42年 10 月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

43 平成 42 年 10 月 1日～平成 42 年 12 月 31

日 

平成 43年 1月 
30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

44 平成 43 年 1月 1日～平成 43 年 3月 31 日 平成 43年 4月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

45 平成 43 年 4月 1日～平成 43 年 6月 30 日 平成 43年 7月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

46 平成 43 年 7月 1日～平成 43 年 9月 30 日 平成 43年 10 月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

47 平成 43 年 10 月 1日～平成 43 年 12 月 31

日 

平成 44年 1月 
30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

48 平成 44 年 1月 1日～平成 44 年 3月 31 日 平成 44年 4月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

49 平成 44 年 4月 1日～平成 44 年 6月 30 日 平成 44年 7月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

50 平成 44 年 7月 1日～平成 44 年 9月 30 日 平成 44年 10 月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

51 平成 44 年 10 月 1日～平成 44 年 12 月 31

日 

平成 45年 1月 
30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

52 平成 45 年 1月 1日～平成 45 年 3月 31 日 平成 45年 4月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

53 平成 45 年 4月 1日～平成 45 年 6月 30 日 平成 45年 7月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

54 平成 45 年 7月 1日～平成 45 年 9月 30 日 平成 45年 10 月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

55 平成 45 年 10 月 1日～平成 45 年 12 月 31

日 

平成 46年 1月 
30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

56 平成 46 年 1月 1日～平成 46 年 3月 31 日 平成 46年 4月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

57 平成 46 年 4月 1日～平成 46 年 6月 30 日 平成 46年 7月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

58 平成 46 年 7月 1日～平成 46 年 9月 30 日 平成 46年 10 月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

59 平成 46 年 10 月 1日～平成 46 年 12 月 31

日 

平成 47年 1月 
30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

60 平成 47 年 1月 1日～平成 47 年 3月 31 日 平成 47年 4月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

61 平成 47 年 4月 1日～平成 47 年 6月 30 日 平成 47年 7月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円
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62 平成 47 年 7月 1日～平成 47 年 9月 30 日 平成 47年 10 月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

63 平成 47 年 10 月 1日～平成 47 年 12 月 31

日 

平成 48年 1月 
30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

64 平成 48 年 1月 1日～平成 48 年 3月 31 日 平成 48年 4月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

65 平成 48 年 4月 1日～平成 48 年 6月 30 日 平成 48年 7月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

66 平成 48 年 7月 1日～平成 48 年 9月 30 日 平成 48年 10 月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

67 平成 48 年 10 月 1日～平成 48 年 12 月 31

日 

平成 49年 1月 
30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

68 平成 49 年 1月 1日～平成 49 年 3月 31 日 平成 49年 4月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

69 平成 49 年 4月 1日～平成 49 年 6月 30 日 平成 49年 7月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

70 平成 49 年 7月 1日～平成 49 年 9月 30 日 平成 49年 10 月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

71 平成 49 年 10 月 1日～平成 49 年 12 月 31

日 

平成 50年 1月 
30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

72 平成 50 年 1月 1日～平成 50 年 3月 31 日 平成 50年 4月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

73 平成 50 年 4月 1日～平成 50 年 6月 30 日 平成 50年 7月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

74 平成 50 年 7月 1日～平成 50 年 9月 30 日 平成 50年 10 月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

75 平成 50 年 10 月 1日～平成 50 年 12 月 31

日 

平成 51年 1月 
30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

76 平成 51 年 1月 1日～平成 51 年 3月 31 日 平成 51年 4月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

77 平成 51 年 4月 1日～平成 51 年 6月 30 日 平成 51年 7月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

78 平成 51 年 7月 1日～平成 51 年 9月 30 日 平成 51年 10 月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

79 平成 51 年 10 月 1日～平成 51 年 12 月 31

日 

平成 52年 1月 
30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

80 平成 52 年 1月 1日～平成 52 年 3月 31 日 平成 52年 4月 30,637,600 円 2,451,008 円 33,088,608 円

合計 2,451,008,000 円 196,080,640 円 2,647,088,640 円

 

    (ｲ) サービス対価Ｂ－２ 

 

回 
支払対象期間 

支払時期 
サービス対価Ｂ－２ 消費税 計 

(請求年月日) 

１ 平成 32 年 4月 1日～平成 32 年 6月 30 日 平成 32 年 7月 2,071,000 円 165,680 円 2,236,680 円

２ 平成 32 年 7月 1日～平成 32 年 9月 30 日 平成 32 年 10 月 2,071,000 円 165,680 円 2,236,680 円

３ 平成 32 年 10 月 1日～平成 32 年 12 月 31

日 

平成 33年 1月 
2,071,000 円 165,680 円 2,236,680 円

４ 平成 33 年 1月 1日～平成 33 年 3月 31 日 平成 33年 4月 2,071,000 円 165,680 円 2,236,680 円

５ 平成 33 年 4月 1日～平成 33 年 6月 30 日 平成 33年 7月 2,071,000 円 165,680 円 2,236,680 円

６ 平成 33 年 7月 1日～平成 33 年 9月 30 日 平成 33年 10 月 2,071,000 円 165,680 円 2,236,680 円

７ 平成 33 年 10 月 1日～平成 33 年 12 月 31 平成 34 年 1月 2,071,000 円 165,680 円 2,236,680 円
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日 

８ 平成 34 年 1月 1日～平成 34 年 3月 31 日 平成 34年 4月 2,071,000 円 165,680 円 2,236,680 円

９ 平成 34 年 4月 1日～平成 34 年 6月 30 日 平成 34年 7月 2,071,000 円 165,680 円 2,236,680 円

10 平成 34 年 7月 1日～平成 34 年 9月 30 日 平成 34年 10 月 2,071,000 円 165,680 円 2,236,680 円

11 平成 34 年 10 月 1日～平成 34 年 12 月 31

日 

平成 35年 1月 
2,071,000 円 165,680 円 2,236,680 円

12 平成 35 年 1月 1日～平成 35 年 3月 31 日 平成 35年 4月 2,071,000 円 165,680 円 2,236,680 円

13 平成 35 年 4月 1日～平成 35 年 6月 30 日 平成 35年 7月 2,071,000 円 165,680 円 2,236,680 円

14 平成 35 年 7月 1日～平成 35 年 9月 30 日 平成 35年 10 月 2,071,000 円 165,680 円 2,236,680 円

15 平成 35 年 10 月 1日～平成 35 年 12 月 31

日 

平成 36年 1月 
2,071,000 円 165,680 円 2,236,680 円

16 平成 36 年 1月 1日～平成 36 年 3月 31 日 平成 36年 4月 2,071,000 円 165,680 円 2,236,680 円

17 平成 36 年 4月 1日～平成 36 年 6月 30 日 平成 36年 7月 2,071,000 円 165,680 円 2,236,680 円

18 平成 36 年 7月 1日～平成 36 年 9月 30 日 平成 36年 10 月 2,071,000 円 165,680 円 2,236,680 円

19 平成 36 年 10 月 1日～平成 36 年 12 月 31

日 

平成 37年 1月 
2,071,000 円 165,680 円 2,236,680 円

20 平成 37 年 1月 1日～平成 37 年 3月 31 日 平成 37年 4月 2,071,000 円 165,680 円 2,236,680 円

21 平成 37 年 4月 1日～平成 37 年 6月 30 日 平成 37年 7月 11,553,500 円 924,280 円 12,477,780 円

22 平成 37 年 7月 1日～平成 37 年 9月 30 日 平成 37年 10 月 11,553,500 円 924,280 円 12,477,780 円

23 平成 37 年 10 月 1日～平成 37 年 12 月 31

日 

平成 38年 1月 
11,553,500 円 924,280 円 12,477,780 円

24 平成 38 年 1月 1日～平成 38 年 3月 31 日 平成 38年 4月 11,553,500 円 924,280 円 12,477,780 円

25 平成 38 年 4月 1日～平成 38 年 6月 30 日 平成 38年 7月 11,553,500 円 924,280 円 12,477,780 円

26 平成 38 年 7月 1日～平成 38 年 9月 30 日 平成 38年 10 月 11,553,500 円 924,280 円 12,477,780 円

27 平成 38 年 10 月 1日～平成 38 年 12 月 31

日 

平成 39年 1月 
11,553,500 円 924,280 円 12,477,780 円

28 平成 39 年 1月 1日～平成 39 年 3月 31 日 平成 39年 4月 11,553,500 円 924,280 円 12,477,780 円

29 平成 39 年 4月 1日～平成 39 年 6月 30 日 平成 39年 7月 11,553,500 円 924,280 円 12,477,780 円

30 平成 39 年 7月 1日～平成 39 年 9月 30 日 平成 39年 10 月 11,553,500 円 924,280 円 12,477,780 円

31 平成 39 年 10 月 1日～平成 39 年 12 月 31

日 

平成 40年 1月 
11,553,500 円 924,280 円 12,477,780 円

32 平成 40 年 1月 1日～平成 40 年 3月 31 日 平成 40年 4月 11,553,500 円 924,280 円 12,477,780 円

33 平成 40 年 4月 1日～平成 40 年 6月 30 日 平成 40年 7月 11,553,500 円 924,280 円 12,477,780 円

34 平成 40 年 7月 1日～平成 40 年 9月 30 日 平成 40年 10 月 11,553,500 円 924,280 円 12,477,780 円

35 平成 40 年 10 月 1日～平成 40 年 12 月 31

日 

平成 41年 1月 
11,553,500 円 924,280 円 12,477,780 円

36 平成 41 年 1月 1日～平成 41 年 3月 31 日 平成 41年 4月 11,553,500 円 924,280 円 12,477,780 円
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37 平成 41 年 4月 1日～平成 41 年 6月 30 日 平成 41年 7月 11,553,500 円 924,280 円 12,477,780 円

38 平成 41 年 7月 1日～平成 41 年 9月 30 日 平成 41年 10 月 11,553,500 円 924,280 円 12,477,780 円

39 平成 41 年 10 月 1日～平成 41 年 12 月 31

日 

平成 42年 1月 
11,553,500 円 924,280 円 12,477,780 円

40 平成 42 年 1月 1日～平成 42 年 3月 31 日 平成 42年 4月 11,553,500 円 924,280 円 12,477,780 円

41 平成 42 年 4月 1日～平成 42 年 6月 30 日 平成 42年 7月 37,115,000 円 2,969,200 円 40,084,200 円

42 平成 42 年 7月 1日～平成 42 年 9月 30 日 平成 42年 10 月 37,115,000 円 2,969,200 円 40,084,200 円

43 平成 42 年 10 月 1日～平成 42 年 12 月 31

日 

平成 43年 1月 
37,115,000 円 2,969,200 円 40,084,200 円

44 平成 43 年 1月 1日～平成 43 年 3月 31 日 平成 43年 4月 37,115,000 円 2,969,200 円 40,084,200 円

45 平成 43 年 4月 1日～平成 43 年 6月 30 日 平成 43年 7月 37,115,000 円 2,969,200 円 40,084,200 円

46 平成 43 年 7月 1日～平成 43 年 9月 30 日 平成 43年 10 月 37,115,000 円 2,969,200 円 40,084,200 円

47 平成 43 年 10 月 1日～平成 43 年 12 月 31

日 

平成 44年 1月 
37,115,000 円 2,969,200 円 40,084,200 円

48 平成 44 年 1月 1日～平成 44 年 3月 31 日 平成 44年 4月 37,115,000 円 2,969,200 円 40,084,200 円

49 平成 44 年 4月 1日～平成 44 年 6月 30 日 平成 44年 7月 37,115,000 円 2,969,200 円 40,084,200 円

50 平成 44 年 7月 1日～平成 44 年 9月 30 日 平成 44年 10 月 37,115,000 円 2,969,200 円 40,084,200 円

51 平成 44 年 10 月 1日～平成 44 年 12 月 31

日 

平成 45年 1月 
37,115,000 円 2,969,200 円 40,084,200 円

52 平成 45 年 1月 1日～平成 45 年 3月 31 日 平成 45年 4月 37,115,000 円 2,969,200 円 40,084,200 円

53 平成 45 年 4月 1日～平成 45 年 6月 30 日 平成 45年 7月 37,115,000 円 2,969,200 円 40,084,200 円

54 平成 45 年 7月 1日～平成 45 年 9月 30 日 平成 45年 10 月 37,115,000 円 2,969,200 円 40,084,200 円

55 平成 45 年 10 月 1日～平成 45 年 12 月 31

日 

平成 46年 1月 
37,115,000 円 2,969,200 円 40,084,200 円

56 平成 46 年 1月 1日～平成 46 年 3月 31 日 平成 46年 4月 37,115,000 円 2,969,200 円 40,084,200 円

57 平成 46 年 4月 1日～平成 46 年 6月 30 日 平成 46年 7月 37,115,000 円 2,969,200 円 40,084,200 円

58 平成 46 年 7月 1日～平成 46 年 9月 30 日 平成 46年 10 月 37,115,000 円 2,969,200 円 40,084,200 円

59 平成 46 年 10 月 1日～平成 46 年 12 月 31

日 

平成 47年 1月 
37,115,000 円 2,969,200 円 40,084,200 円

60 平成 47 年 1月 1日～平成 47 年 3月 31 日 平成 47年 4月 37,115,000 円 2,969,200 円 40,084,200 円

61 平成 47 年 4月 1日～平成 47 年 6月 30 日 平成 47年 7月 37,419,500 円 2,993,560 円 40,413,060 円

62 平成 47 年 7月 1日～平成 47 年 9月 30 日 平成 47年 10 月 37,419,500 円 2,993,560 円 40,413,060 円

63 平成 47 年 10 月 1日～平成 47 年 12 月 31

日 

平成 48年 1月 
37,419,500 円 2,993,560 円 40,413,060 円

64 平成 48 年 1月 1日～平成 48 年 3月 31 日 平成 48年 4月 37,419,500 円 2,993,560 円 40,413,060 円

65 平成 48 年 4月 1日～平成 48 年 6月 30 日 平成 48年 7月 37,419,500 円 2,993,560 円 40,413,060 円

66 平成 48 年 7月 1日～平成 48 年 9月 30 日 平成 48年 10 月 37,419,500 円 2,993,560 円 40,413,060 円
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67 平成 48 年 10 月 1日～平成 48 年 12 月 31

日 

平成 49年 1月 
37,419,500 円 2,993,560 円 40,413,060 円

68 平成 49 年 1月 1日～平成 49 年 3月 31 日 平成 49年 4月 37,419,500 円 2,993,560 円 40,413,060 円

69 平成 49 年 4月 1日～平成 49 年 6月 30 日 平成 49年 7月 37,419,500 円 2,993,560 円 40,413,060 円

70 平成 49 年 7月 1日～平成 49 年 9月 30 日 平成 49年 10 月 37,419,500 円 2,993,560 円 40,413,060 円

71 平成 49 年 10 月 1日～平成 49 年 12 月 31

日 

平成 50年 1月 
37,419,500 円 2,993,560 円 40,413,060 円

72 平成 50 年 1月 1日～平成 50 年 3月 31 日 平成 50年 4月 37,419,500 円 2,993,560 円 40,413,060 円

73 平成 50 年 4月 1日～平成 50 年 6月 30 日 平成 50年 7月 37,419,500 円 2,993,560 円 40,413,060 円

74 平成 50 年 7月 1日～平成 50 年 9月 30 日 平成 50年 10 月 37,419,500 円 2,993,560 円 40,413,060 円

75 平成 50 年 10 月 1日～平成 50 年 12 月 31

日 

平成 51年 1月 
37,419,500 円 2,993,560 円 40,413,060 円

76 平成 51 年 1月 1日～平成 51 年 3月 31 日 平成 51年 4月 37,419,500 円 2,993,560 円 40,413,060 円

77 平成 51 年 4月 1日～平成 51 年 6月 30 日 平成 51年 7月 37,419,500 円 2,993,560 円 40,413,060 円

78 平成 51 年 7月 1日～平成 51 年 9月 30 日 平成 51年 10 月 37,419,500 円 2,993,560 円 40,413,060 円

79 平成 51 年 10 月 1日～平成 51 年 12 月 31

日 

平成 52年 1月 
37,419,500 円 2,993,560 円 40,413,060 円

80 平成 52 年 1月 1日～平成 52 年 3月 31 日 平成 52年 4月 37,419,500 円 2,993,560 円 40,413,060 円

合計 1,763,180,000 円 141,054,400 円 1,904,234,400 円
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別紙８  サービス対価の改定  

（第 74 条第１項関係） 

 

１  設計・建設の対価の改定  

(1)  金利変動に伴う改定  

設計・建設の対価のうちサービス対価Ａ－２の割賦金利分について、次の時点で基準金利の改定を

行う。なお、基準金利として用いている指数がなくなる、内容が見直されてＰＦＩ事業①の実態に整

合しなくなった場合、その他必要が生じた場合は、又はその後の対応方法について市とＰＦＩ事業者

①で協議を行うものとする。 

請求予定年月 基準金利の改定時期 
平成 32 年７月 

～平成 42 年４月 

20 街区ＭＩＣＥ施設引渡予定日の２営業日前 

（金融機関の営業日でない場合はその前営業日） 

平成 42 年７月 

～平成 52 年４月 

平成 42 年３月 31 日の２営業日前 

（金融機関の営業日でない場合はその前営業日） 

 

(2)  物価変動に伴う改定  

ア  改定の対象 

設計・建設の対価のうち、建設業務に係る対価について、物価変動に基づく改定を行う。 

 

イ  改定に用いる物価指数 

改定に用いる物価指数は、以下の通りとする。なお、物価指数として用いている指数がなくなる、

内容が見直されてＰＦＩ事業①の実態に整合しなくなった場合、又はその他必要が生じた場合には、

その後の対応方法について市とＰＦＩ事業者①で協議を行うものとする。 

区分 業務 使用する指標（確報） 

サービス対価

Ａ－２ 

・建設業務 「東京・経研標準建築費指数」事務所（SRC）

（経研標準建築費指数季報・建設工業経営研

究会） 

 

ウ  改定方法 

(ｱ) 市及びＰＦＩ事業者①は、設計・建設期間内で事業契約締結の日から 12 か月を経過した後に、

平成 26 年９月の物価指数を基準として、請求月の物価指数が 1.5％以上の変動（ただし、消費税

の税率の変更による影響を除く。）があった場合、相手方に対して、建設業務の対価の改定を請求

することができる。 

(ｲ) 市又はＰＦＩ事業者①は、上記（ｱ）の規定による請求があったときは、市とＰＦＩ事業者①と

の間で協議して以下のとおり改定を行うこととする。なお、建設業務の対価が物価変動に基づき改

定された場合、割賦元本も改定されるため、割賦金利の金額も変更される。ただし、ＰＦＩ事業者

①の提案内容、市場の変動等により、改定に用いる指数が実態に整合しない場合には、市とＰＦＩ

事業者①で協議を行うものとする。 
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Ｐ1＝Ｐ0×(ＣＩ1/ＣＩ0―0.015) （ＣＩ1＞ＣＩ0） 

Ｐ1＝Ｐ0×(ＣＩ1/ＣＩ0＋0.015) （ＣＩ1＜ＣＩ0） 

ただし｜(ＣＩ1/ＣＩ0)－1｜≧1.5％  

Ｐ0：契約締結時の建設業務の対価 （出来高分を除く） 

Ｐ1 ：改定後の建設業務の対価 （出来高分を除く） 

ＣＩ0：平成 26 年 10 月の指標  

ＣＩ1：改定請求月において公表されている直近の指標  

 

(ｳ) 上記(ｱ)の規定による請求は、本条項の規定により設計・建設の対価の変更を行った後、再度行

うことができる。この場合においては、上記(ｱ)において｢事業契約締結の日｣とあるのは、「直前の

本条項の規定に基づく設計・建設の対価変更の基準とした日」と読み替えるものとする。２回目以

降の改定方法については以下の方法に従うものとする。 

Ｐx＝Ｐr×(ＣＩx-1/ＣＩr―0.015) （ＣＩx-1＞ＣＩr） 

Ｐx＝Ｐr×(ＣＩx-1/ＣＩr＋0.015) （ＣＩx-1＜ＣＩr） 

ただし｜(ＣＩx-1/ＣＩr)－1｜≧1.5％  

Ｐr：前回改定時の建設業務の対価 

Ｐx：改定後の建設業務の対価 

ＣＩr：前回改定を行った際に用いた指標 

ＣＩx-1：改定請求月において公表されている直近の指標 

 

(ｴ) その他、特別な要因により工期内に主要な工事材料の国内における価格に著しい変動を生じ、

設計・建設の対価が不適当となったと認められるときは、市又はＰＦＩ事業者①は、上記(ｱ)から

(ｳ)の規定によるほか、設計・建設の対価の変更を請求することができる。  

(ｵ) 予期することのできない特別な事情により、工期内に国内において急激なインフレーション又

はデフレーションを生じ、設計・建設の対価が著しく不適当となったときは、市又はＰＦＩ事業者

①は、上記(ｱ)から(ｴ)の規定にかかわらず、設計・建設の対価の変更を請求することができる。  

(ｶ) 上記(ｴ)又は(ｵ)の規定による請求があった場合において、当該設計・建設の対価の変更につい

ては、変更に伴う資金調達に係る金利等の増減も考慮し、市とＰＦＩ事業者①との間で協議して定

める。ただし、当該協議の開始の日から 21 日以内に当該協議が成立しない場合には、市は、設

計・建設の対価を変更し、ＰＦＩ事業者①に通知する。  

 

(3)  消費税の税率の変更に伴う改定  

設計・建設の対価に対する消費税の税率が変更された場合、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）

及び地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）並びに関連する法令等に基づき適用される税率に基づいて

算出することとする。  

 

(4)  その他  

改定後の設計・建設の対価の円未満の部分は切り捨てるものとする。  
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２  維持管理の対価の改定  

(1)  物価変動に伴う見直し  

事業期間中の物価変動に対応して、維持管理の対価を改定する。  

 

ア  改定の対象 

維持管理の対価である、サービス対価Ｂ－１、Ｂ－２についての物価変動に基づく改定を行う。 

 

イ  改定に用いる物価指数 

サービス対価Ｂ－１、Ｂ－２の改定に用いる物価指数は以下の通りとする。 

区分 業務 使用する指標 

サービス対価

Ｂ－１ 

・建築物保守管理業務 

・建築設備保守管理業務 

・植栽維持管理業務 

「企業向けサービス価格指数」‐建物サー

ビス（物価指数統計月報・日銀調査統計局）

・統括管理業務のうち、維持管理期

間に相当するもの 

１．労務費相当額 

「毎月勤労統計調査」賃金指数-事業所規模

５人以上-調査産業計-定期給与（厚生労働

省） 

２．労務費以外の額 

「企業向けサービス価格指数」‐建物サー

ビス（物価指数統計月報・日銀調査統計局）

サービス対価

Ｂ－２ 

・修繕業務 「経研標準建築費指数」事務所（SRC） 

（経研標準建築費指数季報・建設工業経営

研究会） 

 

ウ  サービス対価Ｂ－１の改定方法 

(ｱ) 平成 32 年度における改定  

維持管理の対価のうちサービス対価Ｂ－１について、上記イで示した物価指数に基づき、見直

すこととする。  

平成 26 年度(平成 26 年４月～平成 27 年３月)の下表に示す指標と、平成 31 年度(平成 31

年４月～平成 32 年３月)のそれとを比較し、３％以上の変動（ただし、消費税の税率の変更によ

る影響を除く。）が認められる場合に、サービス対価Ｂ－１を、以下の算式に基づいて改定する。  

Ｐ1＝Ｐ01×(ＣＳＰＩ31/ＣＳＰＩ26)  

ただし｜(ＣＳＰＩ31/ＣＳＰＩ26)－1｜≧3.0％ 

Ｐ01：契約締結時のサービス対価Ｂ－１  

Ｐ1 ：改定後のサービス対価Ｂ－１  

ＣＳＰＩ26：平成 26 年度(４月～３月)の指標  

ＣＳＰＩ31：平成 31 年度(４月～３月)の指標  
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（いずれも年度平均） 

 

(ｲ)  平成 33 年度以降における改定  

維持管理・運営の対価のうちサービス対価Ｂ－１について、上記イで示した物価指数について、

前回改定時に比べて３％以上の変動（ただし消費税の税率の変更による影響を除く。）が認められ

る場合に、サービス対価Ｂ－１を以下の算式に基づいて改定する。  

以降、物価変動に伴う維持管理の対価の見直しを毎年行うこととする。  

Ｐx＝Ｐr×(ＣＳＰＩx-1/ＣＳＰＩr)  

ただし｜(ＣＳＰＩx-1/ＣＳＰＩr)－1｜≧3.0％  

Ｐr：前回改定時のサービス対価Ｂ－１ 

Ｐx：改定後の x 年度のサービス対価Ｂ－１ 

ＣＳＰＩx-1：前年度の指標(４月～３月)の指標  

ＣＳＰＩr：前回改定を行った年度(４月～３月)の指標 

（いずれも年度平均）  

 

エ  サービス対価Ｂ－２の改定方法 

(ｱ) 平成 32 年度における改定  

維持管理の対価のうちサービス対価Ｂ－２について、上記イで示した物価指数に基づき、見直

すこととする。  

平成 26 年度(平成 26 年４月～平成 27 年３月)の下表に示す指標と、平成 31 年度(平成 31

年４月～平成 32 年３月)のそれとを比較し、1.5％以上の変動（ただし、消費税の税率の変更によ

る影響を除く。）が認められる場合に、サービス対価Ｂ－２を以下の算式に基づいて改定する。  

Ｐ1＝Ｐ01×(ＣＩ31/ＣＩ26－0.015) （ＣＩ31＞ＣＩ26） 

Ｐ1＝Ｐ01×(ＣＩ31/ＣＩ26＋0.015) （ＣＩ31＜ＣＩ26） 

ただし｜(ＣＩ31/ＣＩ26)－1｜≧1.5％ 

Ｐ01：契約締結時のサービス対価Ｂ－２  

Ｐ1 ：改定後のサービス対価Ｂ－２  

ＣＩ26：平成 26 年度(４月、７月、10 月、１月)発表値の平均  

ＣＩ31：平成 31 年度(４月、７月、10 月、１月)発表値の平均 

 

(ｲ)  平成 33 年度以降における改定  

維持管理の対価のうちサービス対価Ｂ－２について、上記イで示した物価指数について、前回改

定時に比べて 1.5％以上の変動（ただし消費税の税率の変更による影響を除く。）が認められる場

合に、サービス対価Ｂ－２を以下の算式に基づいて改定する。  

以降、物価変動にともなうサービス対価Ｂ－２の見直しを毎年行うこととする。  

Ｐx＝Ｐr×(ＣＩx-1/ＣＩr－0.015) （ＣＩx-1＞ＣＩr） 

Ｐx＝Ｐr×(ＣＩx-1/ＣＩr＋0.015) （ＣＩx-1＜ＣＩr） 

ただし｜(ＣＩx-1/ＣＩr)－1｜≧1.5％  
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Ｐr：前回改定時のサービス対価Ｂ－２ 

Ｐx：改定後の x 年度のサービス対価Ｂ－２ 

ＣＩx-1：前年度の(４月、７月、10 月、１月)発表値の平均 

ＣＩr：前回改定を行った年度(４月、７月、10 月、１月)発表値の平均 

 

 

(2)  消費税の税率変更に伴う改定  

維持管理の対価に対する消費税の税率が変更された場合、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）及

び地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）並びに関連する法令等に基づき適用される税率に基づいて算

出することとする。  
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別紙９  法令変更による追加的な費用の負担割合  

（第 90 条第２項関係） 

  

  

 市負担割合 
ＰＦＩ事業者① 

負担割合 

①  法制度、許認可の新設・変更によるもの（ＰＦＩ事業①に影

響を及ぼすもの。） 

100％ ０％

②  消費税の変更によるもの（市の支払うサービ対価にかかるも

のに限る。） 

100％ ０％

③  法人の利益にかかる税制度の変更によるもの ０％ 100％

④  ③以外で、ＰＦＩ事業①に影響を及ぼす税制度の変更による

もの 

100％ ０％

⑤  ①から④以外の法制度、許認可の新設・変更によるもの ０％ 100％
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別紙 10  誓約書の様式  

（第 107 条第２項関係） 

平成    年    月    日  

  

横浜市  

横浜市長              様  

  

  

誓  約  書 

  

  当社は、貴市の事前の書面による承諾がある場合を除き、当社が保有する[SPC]の株式について、既存

の株主以外の者に対して譲渡、担保権の設定その他一切の処分を行わないことを誓約し、かつ、表明し、

及び保証致します。  

  

  

  

  

  

住所  

●●株式会社  

代表者  

代表取締役    
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